
　タ

.三遠

竃

＼ ＼

＼ 〔

,＼

、

、..

1『.

経済産業省における平成13年度情報化関連施策

情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)

適合性評価制度の概要

N。」05
2001



JIPDEC ジャーナル

No.105 目 次

JIPDECREiPORT

経済産業省における平成13年 度情報化関連施策

経済産業省 商務情報政策局 情報経済課

情 報 セ キュ リテ ィマ ネジ メン トシステム(ISMS)適 合性評 価制 度 の概 要

情報 セキ ュ リテ ィ対 策室

1

4

JiPDECだ よ り

総務部

情 報 セキ ュ リテ ィ対 策室

調査部

技術企画部

中央情報教育研究所

情報処理技術者試験センター

電子商取引推進センター

先端情報技術研究所

3

3

6

9

1

7

0

3

1

1

1

1

2

2

3

3

お知らせ
35



JIP.Ott.c.、

撰 鞠i顧 鱒 薮 曇 経済産業省における

平成13年 度情報化関連施策
経済産業省 商務情報政策局 情報経済課

1.予 算

金額 は平 成13年 度 の予 算額,

成12年 度 の予 算額 とす る。

()内 は平

1.11T社 会 の 創 造

(1)電子 政府 の実現:52億 円(26億 円)

政 府 の行 う様 々 な行 政 手 続 きや情 報 提 供

を,原 則 と して,イ ンター ネ ッ ト経 由で行 え

る よ うな電 子 政府 の基 盤 を整 備 す る ため に,

汎用 電子 申請 システム開発,セ キ ュ リテ ィ技

術 開発 を行 う とともに,経 済省 関連 の個 別手

続 の電子化等,経 済省 内情 報 シス テムの整備

を行 う。

(2)教育 の情報 化:17億 円(14億 円)

全 て の小 中高等学校 にお けるあ らゆる授 業

で,コ ンピュー タを活用 で きる ようにす るた

め の,教 材 の 開発 ・流 通用 の基盤 的 な ソフ ト

ウェア及 び システムの 開発 を行 う。 また,環

境,国 際理解,情 報,福 祉 ・健康等 とい った

従来 の学校教 育 の垣 根 を越 えた学 習形態 を実

現す るため に,こ れ らの分野 について の実社

会 の生 きた コ ンテ ンツの開発等 を地域企業 の

協 力 によ り推 進す る。

(3)ITバ リ ア フ リー プ ロ ジ ェ ク ト:8億 円

(新規)

平 成10,11年 度補 正予 算 で開発 して きた高

齢者 ・障害者 支援 の ための情報 シス テム開発

へ の取 組 をよ り強化 す るた め,高 齢者 ・身体

障害者 等が,そ のハ ンデ ィキ ャ ップ を克服 す

るのみで な く,IT経 済 ・社 会 に積極 的 に参画

で きる よ うに,高 齢 者 ・身体障 害者等 が使 い

易 いIT機 器(ハ ー ドウェア,周 辺 機器)やIT

関連 ソフ トウェアの研 究 開発 を支援 す る と と

もに,そ の成 果 の普 及等 を行 う。

(4)ICカ ー ドの開発 ・普及:4億 円(新 規)

ITの メ リ ッ トを身近 なカー ドの利 用 に よ り

国民全 てが享 受 しうる ように,IT社 会 のパス

ポ ー ト(認 証)で あ るICカ ー ドシス テムの標

準 的仕様 を関連省庁 と連携 して策 定す る。

1.21T経 済 の発 展

(1)IT経済構造改革の推進:68億 円(24億 円)

① 情報 セキュ リテ ィ対策の推 進:8億 円

(7億 円)

情報経済 における安全性 を担保 し安心 し

て取引等が行える環境を整備するために,

セキュリティ評価認証体制の構築,不 正 ア

クセス相談窓口の整備等の情報セキュリテ

ィ対策を推進する。

②情報化人材の育成(ITSSP):6億 円(8

億円)

中堅中小企業 の経営責任者 に関する判

断,意 思決定 を支援するITコ ーディネータ

の育成,そ れを活用 したセ ミナー,交 流会,

企業訪問等総合的な環境整備 を行う。

③電子署名 ・認証の普及促進:1億 円(1億

円)

情報経済の基盤である電子署名 ・認証シ

ステムを円滑に機能させるために,電 子署

名 ・認証 システムの課題について調査研究

等を実施する。

④情報経済基盤整備事業:42億 円(新 規)
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医療 ・福祉等 の重要分 野 にお ける情 報化

の促進 の ため に,必 要 な情報 システ ム開発

をテ ーマ毎 に行 い,情 報経 済 にお ける制 度

改 革,構 造改革 を推進 す る。

(2)中 小 企業 のIT革 命 へ の対 応:38億 円(20

億 円)

中小 企業 のIT革 命 へ の対応 を情報,人 材,

資金面 か ら支援 す るため,中 小 企業 の経営者

な どを対 象 と したIT研 修 ・セ ミナーの開催 ・

情報提 供 を実施す る。

(3)IT社 会 資産 の形成:31億 円(新 規)

我が 国の 国際競 争力 の源泉 であ る ものづ く

りの 基 盤 をITを 活 用 し強 化 す る ため,技 能

者 ・技術者 が有す る知識 ・技術 ・ノウハ ウを

共有 化す る こ とを可 能 とす る 「IT社会資 産 」

の形成 を行 う。

(4)IT技 術 のブ レイクス ルー:117億 円(99億

円)

我 が 国のIT革 命 を迅速 かつ着 実 に進 め てい

くため に,電 子材料 ・半導体 ・光 ・アーキテ

クチ ャー ・先進 ソフ トウェア等 の次世代 のIT

基 盤技術 に対 して,産 官学 の連携 等 に よる集

中的 な研 究 開発 を実施す る。

1.3ア ジアlT革 命 の推進

(1)情報化人材の育成:5億 円(新 規)

IT革 命が進展す る中,ア ジア各国等におい

てIT人 材育 成が重要 な課題 となっているた

め,IT技 術者のアクレデ イテーシ ョン ・スキ

ーム(技 術者教育の外部認定制度)の 構築及

び育成,裾 野産業等 におけるIT活 用の促進,

IT活 用 による遠隔研修 の基盤整備 を実施す

る。

(2)電子商取引基盤の整備:5億 円(新 規)

アジアにおける電子商取引等の共通基盤を

整備するために,貿易手続のペーパーレス化,

ワ ンス トップ化 を図 るた めの貿 易金 融EDIシ

ス テム とアジ ア諸 国等 の政府手続 システ ムの

接続 を行 う。 また,ア ジ ア各 国 にお け る相互

運 用性 のあ るPKI(公 開鍵 基盤)シ ステ ム構

築等 の ための調査,ITを 活用 した先 進 的情 報

シス テ ム にかか る共 同研 究 を行 う と と もに,

貿易 ・投 資分 野 におけ る調和 の とれ たIT化 を

推 進す るための政策 ネ ッ トワー ク構 築等 を図

る。

2.税 制

経済社 会 の高度情 報化 の推 進 の ため に,以

下 の税 制 を講 じてい る。

(1)プ ロ グラム等準 備金

高 度情 報化 社会 実現 の鍵 とな るソフ トウェ

ア,高 度 なサ ー ビス,デ ー タベ ース,シ ステ

ムイ ンテ グ レー シ ョンの供給 基盤 の整備 を行

うため に,こ れ らに特有 な費用 に充て るため

の準備金 を積 み立て る。

①汎 用 プロ グラム開発準備 金

汎用 プ ログラムの取 引 に関 わ る収入金 額

の うち,制 御 プログ ラムに係 る もの,制 御

プロ グラム以外 の もの について,そ れぞ れ

一 定割合 の準備 金 を積 み立て る。 なお ,中

堅 中小 企業 の経 済 ・金融 情勢 に鑑 み,一 定

の収 入以下 の部分 につい ては積 立率 を引 き

上 げてい る。

制御プログラム…売上高50億 円以下 積立率13%

売上高50億 円超 積立率0%

制御プログラム以外 ・・売上高100億円以下 積立率23%

売上高100億円超 積立率15%

② ソ フ トウェア高 度化基盤 整備準 備金

高 度 なソフ トウェア/サ ー ビス の取 引 に

関わ る収入金 額 につ いて一定 割合 の準 備金

を積 み立 て る。

積 立率9%
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③データベース準備金

データベースの収入金額について一定割

合の準備金を積み立てる。

積立率8%

④統合システム保守準備金

システムインテグレーション事業の収入

金額について一定割合の準備金を積み立

てる。

売上高100億 円以下 積立率10%

売上高100億 円超 積立率0%

(2)電子計算機買戻損失準備金

将来確実 に発生する電子計算機の特別買戻

損失(電 子計算機の レンタルバ ックに伴い必

然的に発生する買戻損失)に 引 き当てるため

に,買 戻損失の実績 に基づいて算定 される金

額を限度額 とする準備金を積み立てる。

(3)中小企業投資促進税制

中小 企業が導入する1設 備 の取得価額が

230万 円以上(リ ースの場合 は300万 円以上)

の全ての機械及び装置 と,1設 備 または同一

種類 の複数設備の取得価額の合計が100万 円

以上(リ ースの場合 は140万 円以上)の パソ

コン等の特定の器具備品について,取 得価額

の7%の 税額控除または初年度30%の 特別償

却 を認める。

(4)増加試験研究費税額控除

当期の試験研究費の額が,過 去5年 間のう

ち上位3年 間の平均の額 よりも増加 した場

合,増 加額の15%相 当額 を法人税額か ら控除

す る。

経済巌素餐における平成13年度情報日日聯8施 策

電子商取引の早期実用化を推進するため,

認証事業や安全対策事業等のシステム整備等

に対 し低利融資を行う。,

(2)電子計算機普及促進事業

産業や教育分野の情報化を促進するため,

電子計算機 レンタル事業 に対 し低利融資を行

う。

(3)情報処理高度化事業

自社又 は他社の情報処理の強化又は業務の

省力化 ・合理化事業に対 し低利融資を行う。

(4)情報処理信頼性向上等整備促進事業

企業及び機器の信頼性向上等 を図るため,

不正アクセス防止設備等 の安全対策事業およ

び信頼性基準や電磁適合性基準を実現する電

子計算機等の製造設備に対 し低利融資を行

う。

(5)高度 プログラム安定供給事業

情報処理システムの高度化に対応 し,ソ フ

トウェア開発 に係 る重複投資の効率化を図る

とともに,高 度ソフ トウェア人材の育成 を促

進するため,情 報処理振興事業協会において

汎用プログラムの開発促進,情 報化人材教育

に資するソフ トウェアの開発に対 して,情 報

処理振興事業協会による補助事業を行う。

3.財 政 投 融 資

経済社会の高度情報化の推進のために,以

下の財政投融資制度 を講 じている。

(1)電子商取引関連情報処理 ・通信 シス テム

整備
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REPORT 情報セキュリティマネジメントシステム

(ISMS)適 合性評価制度の概要
情報セキュリティ対策室

1.ISMS制 度 創 設 の 背 景

1.1オ ー プ ン ネ ッ トワ ー ク化 の 進 展

イ ンター ネ ッ トの急 速 な普及 を背景 に,オ

ー プ ンな ネ ッ トワー クを利 用 した電子商取 引

やそ れ を媒 介 す る 「マー ケ ッ トブ レース」 な

ど,グ ローバル な 「ネ ッ トビジネス」 の世 界

が活 況 を呈 して い る。 この よ うな電子商取 引

は,従 来 の商流 に国際化 ・ボー ダ レス化 を も

た らす と ともに,商 取 引の構造 を大 き く転換

させ る トリガー とな ってい る。す で に,ネ ッ

トビ ジネス の先進 国で あ る米 国 にお い ては,

多 くの政府調 達案件 が イ ンターネ ッ ト上 で公

開 入札 を実 施 して い る。 わが国 におい て も,

2003年 の電 子政府 実現 に向 け,関 連す る法規

の整備,技 術 的 な検証,情 報 通信 の イ ンフラ

整備等 に よ り行政情 報化 を積極 的に推 進 して

いる。今後 は,電 子商取 引 の基盤 整備 の進 展

に伴 ない,民 間 において も電子商取引 の利用

が よ り活発化 され る もの と考 え られ る。 この

ようなイ ンター ネ ッ ト利 用 の高度化 は,よ り

利便性 を もた らす と同時 に,外 部 か らの不正

ア クセス等 の脅威 に曝 され る危 険 も持 ち合 わ

せ てい る。 そ のため,外 部 か ら信頼 を得 る こ

表1セ キュリテ ィ関連基準一覧表

とが で きる情報 セ キ ュ リテ ィ対 策 を実施す る

こ とが ます ます重要 とな って きてい る。

1.2安 対制 度 の 改革

わが国の安全対策基準認定制度(以 下,「 安

対制度」 とい う)は,「 情報処理サービス業

情報 システム安全対策実施事業所認定基準」

(昭和56年7月20日 通商産業省告示第342号)

に基づ く国の認定制度である。 この安対制度

は,情 報処理サー ビス業(「 情報処理の促進

に関する法律」(昭 和45年5月22日 法律第90

号))を 行 う事業所 を対象 に,「情報 システム

に関 して一定の安全対策が施されていること

を認定し,情 報処理サービス業 における情報

システムに関する安全対策の促進を図り,も

って情報化の健全 な発展 に資すること」を目

的とし,事 業所 に対す る適切な安全対策の指

針 として機能 し,情 報処理サービス業全体の

信頼性確保に貢献 してきた。また,こ のよう

なセキュ リティ対策についての基準やガイド

ラインは,こ れまでに様 々なものが策定され

ている。(表1を 参照)

・情報処理サービス業情報 システム安全対策実施事業所認定基準

(通商産業省告示第342号 昭和56年7月20日 制定 平成9年7月8日 一部改正)

.情 報システム安全対策基準(通 商産業省告示第518号 平成7年8月29日 改訂)

.コ ンピュータ不正アクセス対策基準(通 商産業省告示第362号 平成8年8月8日 制定)

.コ ンピュータウイルス対策基準(通 商産業省告示第429号 平成7年7月7日 制定)

・システム監査基準(通 商産業省 昭和60年1月 策定 平成8年1月 改訂)
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情報セキnリ ティマネジメントシステム(ISMS)

・地方公 共団体 の ための コ ンピュー タセキ ュ リテ ィ対 策基準

(自治 省 昭和62年 制定 平 成12年3月 改正)

・情 報通信 ネ ッ トワー ク安全 ・信頼性 基準(昭 和62年 郵 政省告示 第73号 平 成12年6月

一部改正)

・情 報 システ ム安 全対策 指針(警 察庁 平 成9年9月 制定 平成11年11月 一部改訂)

・コ ンピュー タシス テム ・情報 通信 システム を設置 す る建 築物 に係 る安 全対策 基準(建 設

省 昭和61年5月 制 定)

・金 融機 関等 コ ンピュー タシステ ムの安全対 策基準(金 融情 報 シス テムセ ンター 昭和60

年12月 策 定 平 成12年7月 改 訂)

・行 政情報 シス テムの安 全対 策 指針(行 政情報 システ ム各省庁連絡 会幹事 会 平 成11年7

月30日 了承)

・情報 セ キュ リテ ィポ リシー に関す る ガイ ドライ ンの概要(内 閣安 全保 障 ・危機 管理室

情報 セ キ ュ リテ ィ対策推 進室 平 成12年7月)

しか しなが ら,通 商 産業省(現,経 済 産業

省)の 時代 か ら20年 間 にわ た り情報 処理 サー

ビス業 の安 全性 の確 保 につ き,一 定 の基準 を

満 た してい る事業 者 に対 して大 臣認 定 をす る

もので あ ったが,今 日の よ うな情報処 理 シス

テムが高 度化 され る とともに,イ ンターネ ッ

トとそ れ に関連 す る ビジ ネスが 普及 した時代

におい ては,よ り社 会 的要 請 にあ った情 報 セ

キ ュ リテ ィ対策 と国際 的 に信頼 され る情 報 セ

キ ュ リテ ィの確保 が重要 となってい る。

この よ うな状況 に対 応す るため,経 済産 業

省 で は,「 情 報 セ キ ュ リテ ィ管 理 に関す る国

際 的 なス タンダー ドの導 入及 び情 報処理 サ ー

ビス業 情 シス テム安全対 策実施事 業所認定 制

度 の改 革 につ いて」(平 成12年7月31日 通産

省機 械 情報 産 業局 情 報 セ キ ュ リテ ィ政策 室)

公表 す る とと もに,従 来 の安対 制度 は平 成13

年3月31日 を もっ て廃 止 す る こ と とな った。

これ に伴 い安 対制 度 に代 わ る民 間ベ ース によ

る新 た な制 度 として 「情報 セ キュ リテ ィマ ネ

ジメ ン トシス テム(ISMS:lnforlationSecuri

tyManagementSystem)適 合性 評価 制度(第

三 者適 合性 評価 機 関 に よる評 価 の導 入)」 を

創設 す る こと とな った。

1.3情 報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジ メ ン ト

の 必 要 性

最 近 の イ ンター ネ ッ トを利 用 した ビジネ ス

の普 及 に伴 ない,各 企業 にお ける情 報 セキ ュ

リテ ィ対 策へ の ニ ー ズ は急 速 に高 ま って い

る。 この ようなイ ンターネ ッ ト利用 者の急増

と ともにセ キ ュ リテ ィに関す る多 くの被害 が

発 生 してい る。 例 えば,悪 意 の攻撃者 に よる

官 公庁 ・私 企業 のwebペ ー ジの書 き換 え,不

正 アクセス に よる情報漏 洩,コ ン ピュー タウ

イルスの流布 等,ネ ッ トワー クを媒介 と した

犯罪 や問題 が急 増 している。 中央 政府 にお い

ては,平 成12年7月 に 「情報 セ キ ュ リテ ィポ

リシー に関す るガイ ドライ ン」(平 成12年7月

18日 情報 セ キュ リテ ィ対 策推進 会議)が 発

表 され,主 に情 報 シス テムの信頼性 向上 を 目

標 に,各 省庁 ご とにセ キ ュ リテ ィポ リシー策
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定 を進 め てい る。民 間 におい て も,「 セ キ ュ

リテ ィコ ンサ ルテ ィング」,「セ キ ュ リテ ィ対

策 ソフ ト」,「セキ ュアな ネ ッ トワーク構 築」,

「電 子 認証 サ ー ビス」 等様 々 な企 業 が情 報 セ

キュ リテ ィに関連 したサ ー ビスを提供 しは じ

め てい る。

経済 産 業 省 は,「 ミレニ アム プ ロジ ェ ク ト

(新 しい千 年紀 プ ロジェ ク ト)に つい て」(平

成11年12月19日 内 閣総理 大 臣決 定),「 ハ ッ

カー対 策等 の基 盤整備 に係 る行動 計 画」(平

成12年1月21日 情報 セ キュ リテ ィ関係省 庁等

会議決定)お よび 「ハ ッカー ・サ イバ ーテ ロ

対 策 緊急提 言」(平 成12年2月15日 自由民 主

党 ハ ッカー ・サ イバ ーテ ロ防止 対策 プロジ ェ

ク トチー ム)で 示 された施策 の うち,① 最 新

の プ ロテ ク シ ョン技 術 等 の 開発,② 情 報 機

器/ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ムの信 頼性 の確

保,③ 情 報 セキ ュ リテ ィの基 盤技術 で ある暗

号技術評価,④ 人 間系 の情報 セ キュ リテ ィに

関す る施策 の実施 を 「情報 セ キュ リテ ィ実行

プ ログラム ー電子 政府 のセ キュアな基盤構 築

に向 けての通商 産業省 の貢 献 一」(平 成12年4

月 通 商産業省)に おいて提 唱 して・/る。経

済産業省はこの中で,「 情報セキュリテ ィ確

保において,人 間系の対応が決定的に重要で

ある。」,「各種情報セキュ リテ ィ基準 におい

ても人間系の管理は配慮されているが,近 年

の国際動向を踏 まえつつ,こ れ までの取 り組

みを発展する形で情報セキュリティ管理技術

を確立し対応を図る。」 としている。新技術

の普及,利 用者の拡大 などに伴ない,そ れに

つけ込んだ新たな犯罪や問題の発生をセキュ

リティ技術で完全に防ぐことは困難である。

短期的に抑制することは可能でも,組 織の情

報セキュリティ管理上の リスクを正 しく認識

し,適 切 なリス ク管理策 を実施 しなければそ

の ような状況 は改 善 されない。

この ような状況 か ら,わ が 国の情報 セ キュ

リテ ィレベ ル全体 の向上 を図 るため に も,積

極 的 に情 報 セ キュ リテ ィマ ネジメ ン トに取 り

組 んでい く必要が あ る。

1.4情 報 セ キ ュ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト

の 国 際 標 準 化 動 向

組織 が情 報 セキ ュ リテ ィを保護 す るため に

は,従 来 の技術 系 のセ キュ リテ ィ対 策 に加 え,

人 間系 の運用 ・管理 面の要素 が重要 とな って

くる。情報 セ キュ リテ ィ管 理指針 の国 際標 準

と しては,セ キ ュリテ ィ保 護 のため対 象 とな

る組織 が想 定 され る脅 威 か ら,リ ス クの抽

出 ・分析,組 織 としての具体 的 な ガイ ドライ

ンをま とめた 「ISOAECTR13335part1～part5

(GMITS:GuidelinesfortheManagementofIT

Security)ITセ キ ュ リテ ィマ ネジ メ ン トガ イ

ドライ ン」 と,そ の組 織規模 を問 わず情報 資

産 を保 護す る必要が あ る場 合 の情 報 セキ ュ リ

テ ィの範 囲 を明確 にす る際 の規 範 ・基準 をま

とめ た 「ISO/IEC17799(Codeofpracticefor

info頂ationsecuritymanagement)情 報 セ キ ュ

リテ ィマ ネ ジメ ン ト実践規 範」 があ る。 これ

らの国際 的 な標 準 は,情 報 セキ ュ リテ ィマ ネ

ジメ ン トに対す る普 遍的,包 括 的 なガ イ ド,

基準 を示 して い る。

一方
,ITに 具備 すべ きセキ ュ リテ ィ機能 と

セ キュ リテ ィ品質 を保証 す るための評価基 準

を ま とめた 「ISOAEC15408(JISX5070)IT

セ キ ュ リ テ ィ の 評 価 基 準(lnformation

TechnologySecurityEvaluationCritr∋ria)」 があ

る。ISOIIEC15408(JISX5070)は,セ キ ュ

リテ ィ関連製 品の セキ ュ リテ ィレベ ルが客観

的 に評価 で きる国際的 な基準 を示 した もので

あ る。セ キュ リテ ィ評価基 準 の国際的統 一 は,

一6一
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各 国で評価 ・認証 されたセ キュ リテ ィ製 品が

相互承 認 され広 く利用可 能 とな るこ とが必要

で あ る。 しか しなが らITセ キュ リテ ィ評価 ・

認証 の均一性 を担保 す るため には,国 際的相

互 承 認 協 定(MRA:MutualRecognition

Agreement)が 前提 であ る。

国際 的 な情報 セ キ ュ リテ ィマ ネ ジメ ン トに

関 す る標 準 化 動 向 を勘 案 す る と,国 際 標 準

ISO/IEC17799が 推 奨 され,従 来 の技術 系 の

セ キュ リテ ィ対 策 に加 え人 間系 の管 理技術 に

重 点 を置い たわか りやす く実用 的 なセ キ ュ リ

テ ィポ リシ イ策 定の実施 ガイ ドライ ン と して

の利 用 が可 能で あ る。

2.ISMSフ レー ム ワ ー ク の 確 立

2.11SMSの 基 本 的 な考 え方

国際 標準ISO/IEC17799(Codeofpractice

forinformationsecuritymanagement:情 報 セキ

ュ リテ ィマネ ジメ ン ト実践規 範)規 格 のベ ー

ス とな ったの は,英 国規格BS7799-1で あ る。

この規格 は,情 報 セキ ュ リテ ィ管理 の ガ イ ド

ライ ンを示 した ものであ る。 ガイ ドライ ンに

は,あ らゆる業種 や規模 の組織 におい て適用

可 能 な管 理策 が ま とめ られてい る。

BS7799-1の 目的 は,組 織 的 な セ キ ュ リテ

ィ規格及 び効 果的 なセ キュ リテ ィの管 理実施

図11SMSの 概 念

方法 を開発 す る ため の共 通 の基盤 を提 供 し,

組 織 間の取 引 を信頼 で きる もの にす るこ とで

あ る。(「BS7799-1」 よ り引用).

この よ うな情 報 セキ ュ リテ ィマ ネジメ ン ト

に重点 をお いてい るの は,セ キュ リテ ィは完

全 な もの は存在 せず,完 全 に近 い もの を求 め

て も技術 的対応 のみ では投資 コス トが高価 な

もの にな って しまい現 実的 に は不可 能で ある

か らで あ る。

また,イ ンター ネ ッ トに よ り世界 中が結 ば

れる今 日,ネ ッ トワー クに接続 される システ

ムのセ キ ュ リテ ィが十分 に確保 され,そ の セ

キュ リテ ィ レベ ルが諸外 国か ら も信頼 を得 る

こ とが必要不 可欠 となってい る。

この よ うな状 況 に対 応 す るため,国 際 的 に

整合性 の とれた情報 システ ムのセ キュ リテ ィ

管理 に対 す るISMS適 合 性 評価 制 度 を確 立 す

る こ とが重 要 で あ る。 このISMS適 合 性 評 価

制度 につ いては,民 間の競争 原理 に基 づ く第

三者 適合 性 評価 を導 入 す る こ と と してお り,

この ような情報 セ キュ リテ ィマ ネジ メ ン トに

対 す る認 証 は,グ ローバ ルな ビジネスの現場

にお ける 「確 か ら しさ」 の証 明 となるであ ろ

う。[図1を 参照]

管理対象

(人 、物、情報…)

記 録

(台帳、証書、etc…)

1.ト ップマネジメント
●ポリシーの作成
●適用範囲の決定
●資産・脅威の洗い出し
●リスクマネジメント
●管理策の選択

2.具 体的な実施
●具体的な対策の実施

0 3.実 行

■管理 ●教育

4.実 証

●運用の記録
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2.21SMS枠 組 み の確 立

ISMSの 枠 組 み に 関 す る 要 求 事 項 は,

BS7799-2に 示 されて お りISMSの マ ネ ジ メ ン

トシステ ムの セキ ュ リテ ィポ リシー,管 理 目

的,管 理 策,シ ス テ ム運用(実 施),さ らに

は情報セキュリティポリシー文書をはじめと

するシステム文書,文 書管理及び記録管理 に

関す るものである。図2は,そ れ ら要求事項

を満たすための標準的な手順 と必要な文書の

関係を示したものである。[図2を 参照]

図21SMS枠 組みの確立
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■リスクマネジメン
トに対する組織の

取り組み方法
●要求される保証

の程度

●管理目的および管理策
●詳細管理策に示されて
いない追加の管理策

(1)情報セキュリテ ィポ リシーの策定(STEP1)

ISMS枠 組 み の確 立 にあ た り,認 証 を希望

す る組織 は,情 報 セキ ュ リテ ィポ リシー を策

定 しなければ な らない。

(2)ISMSの 適用 範囲 の決定(STEP2)

情 報 セ キ ュ リテ ィ ポ リ シ ー 策 定 の 中 で

ISMSの 適 用 範 囲 を明 らか に しな けれ ば な ら

ない。 また,守 るべ き情報 資産,そ れ を守 る

理 由等 につ いて も決定 し,ポ リシー文書 に明

記 しなければ な らない。

(3)リ ス ク評価(STEP3)

組織 は,策 定 した情 報 セキ ュ リテ ィポ リシ

ー に基 づ き
,事 業 上 の リス クにつ い て評価

(リ ス クアセ ス メ ン ト)を 実施 し,そ の手 順

お よび実施 過程,結 果 を文書化 しなけれ ばな

らない。

(4)管 理 すべ きリス クの決 定(STEP4)

組織 は,情 報 セ キュ リテ ィポ リシー に定 め

た管理方針 と,リ ス ク評価 の結果 をもとに,

要求 される保証の度合いに基づいて,情 報セ

キュ リティにおける管理対象を決定しなけれ

ばならない。

(5)実施すべ き管理策の選択(STEP5)

組織 は,詳 細管理策(表2を 参照)を もと

に,リ スク管理 に必要 と思われる情報セキュ

リティに関する管理策を選択し,セ キュリテ

ィスタンダー ド文書(対 策基準)を 策定 しな

ければならない。詳細管理策には,情 報セキ

ュリティ上の管理策 についての最適慣行(ベ

ス トプラクティス)が 示 されている。詳細管

理策は,リ ス ク管理 に考慮 されなければなら

ない最低事項であり,こ れさえ守 っていれば

よいとい うものではない。組織は,リ スク評

価の結果やシステムの運用等を通じ,さ らに

管理策が必要 と思われる場合は,詳 細管理策

以外の管理策についても積極的に追加を検討
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すべ きである。

(6)適用宣言書の作成(STEP6)

本制度の認証 を受けるにあた り,組 織にお

いて詳細管理策 にある全ての管理策が実施さ

れなければならないわけではない。リスク評

価の結果およびシステムに 「要求される保証

情報セキユリテイマネジメントシヌ,テム司蜘)

の度合い」に基づ き,実 施する管理策 を選択

す ることが重要である。管理策の選択につい

ては適用宣言書という形で明確に公表するこ

ととする。この適用宣言書には 「管理策を選

択しなかった理由」が明記 され,組 織の リス

ク管理 に対す る考 え方が明 らかにされる。

表2一
セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ーSecurityPolicy

セ キ ュ リ テ ィ組 織SecurityOrganisation

財 産 の 分 類 及 び 管 理Assetsclassificationandcontrol

ス タ ッ フ の セ キ ュ リ テ ィPerso㎜elsecurity

物 理 的 及 び 環 境 的 セ キ ュ リ テ ィPhysicalandenvironmentalsecurity

通 信 及 び 運 用 マ ネ ジ メ ン トCommunicationsandOperationsmanagement

ア ク セ ス 制 御Accesscontrol

シ ス テ ム の 開 発 及 び メ ン テ ナ ン スSystemsdevelopmentandmaintenance

事 業 継 続 マ ネ ジ メ ン トBusinessContinuitymanagement

準 拠Compliance

3.ISMSの スキ ーム

ISMS適 合性評価制度のスキームは,国 際

的な流れである民間評価制度を導入 し,国 の

認定制度 に比べ民間の競争原理に基づく第三

者適合性評価制度を確立することにある。

また,適 合性評価制度スキームの国際的な整

合性を図るためには,国 際規格やガイ ド等 に

基づ き審査機関等を整備する必要がある。

ISMS適 合性評価制度 のスキームの概略は

次の通 りである。[図3を 参照]、

図31SMS制 度 のスキーム
、

(財)日 本情報処理 開発協 会

JlPDEC

'

指定審査機関

「

♪ ①申鯖

-

第三者評価希望事業者
(情報処理サービス業)

、'

、

、①指定
,

②登録

-
.

〔、、 審査員 ら〔 指定轍 関DB〕 一
③届出

(審査報告)

②審査
●

③認証
,

〔 登継 者DB} 、 ' 、

L
、 ' 、
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① 働 日本情報 処理 開発協会(JIPDEC)

・本 制 度全 体 を運用 す る と と もに,ISMS

制 度 を維持管 理す る。

・本 制 度 の審査 機 関 を指 定す る とと もに,

指 定審査機 関 を登 録管 理す る。

・必 要 に応 じて指 定審査 機 関の審査 をオブ

ザ ーブす る。

・指定 審査機 関 よ り第三者評価 希望事 業者

の審 査結果 の報告 を受 ける とと もに,事

業者 を登録 公表 す る。

・段 階的 にJISZ9361(ISO/IECガ イ ド61)

の要求事 項 をク リアす る。

②指 定審査 機 関

・指定基 準(JISZ9362(ISO/IECガ イ ド62)

を準 用)に 基づ き審査機 関 を整備 す る。

・第三者評 価希望 事業者 の 申請 を受 け付 け

る とと もに,審 査 を実施す る。

・審査結 果 に よ り第三 者評価希 望事 業者 を

認証す る。

・審査 結 果 はJIPDECへ 届 出(審 査 報 告)

をす る。

③ 第 三者 評価希 望事業 者

・申請対象 システムのISMSを 確 立す る。

・本制 度の認証 を希望 す る事業 者 は,指 定

審 査 機 関 に対 して 申請 す る こ とが で き

る。

・本制 度 の評 価基準 に基づ き審査 を受 け る

こ とが で きる。

・審 査結果 に基 づ き認証 登録 を受 け るこ と

がで きる。

・認 証 を受 け た場 合 に は,ISMS制 度 の規

程 に従 ってマ ー クを付 す こ とが で きる。

4.ISMS制 度 の運 用

従来の安対制度の基準 は,設 備等の物理的

なレベルを評価するものであったが,本 制度

においては,認 証 を希望す る組織 が 自ら脅

威 ・脆弱性に対するリスク分析をし,守 るべ

き情報資産に対 して想定 されるリスクを回避

するためのマネジメントプロセスの証跡性に

対する適合性の評価を実施するものである。

そのため,前 述の国際的な標準 を踏 まえ,

人間系の管理技術 を取 りまとめ,わ か りやす

く実用的な情報セキュリティマネジメントの

ガイドラインを示すことを目指 している。ま

た,世 界的なオープンネ ットワークの利用を

前提 とした商取引の現場において,国 際的に

信頼 される情報セキュリティ評価制度を確立

し,わ が国の情報セキュリティレベル全体の

向上を目指すものである。[図4を 参照]

図41SMS制 度の運用 2001年4月 2001年 内(予 定) 200X年X月

ISMS制 度が立脚する企画
ISOノ エEC17799(Cdfrcf

fty)
国際基準のJIS化

ISMS事 業所認証のための基準
!SMS審ifガ イドライ!等の考凡方

上記JISの 周知期間

ISM… 度・鵬 …|。 燃 。。.ス。、纈 難 鑑 、BS7_。 。、 〉

ll

刷:鑑 瓢乙編垣 ⊃
``,

1,… 漂瓢 芸狸麟 漂忠≡,〉

、幽畦 。。麟綴 駕 総漂 跳 ㍍_))〉
1基 準への適合を判断するための審査指針 として審査ガイドラインを作成

1ま た、審査ガイドラインの運用のためのチェックリストを検討中

1

注:現在検討中のISMS審 査運用チェ〃リストは、殴僧などの結果の妥当性を直視した審査内容となr)ているが、今後はマネジメントプロセスのE跡 性を重点に置いた審査
内容を検討する予定。
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(1)新 たな管理基 準 の策定

新 た な認証 制度 の開始 にあ た り,本 制 度で

は,情 報 セ キ ュ リテ ィに 関 す る規 格(ISO

肥C17799:2000)お よび要 求事 項(BS7799-2)

を参 照 し 「実 施 ガイ ドライ ン(ISMS事 業 所

審 査 ガイ ドラ イ ン,ISMS審 査 運用 チ ェ ック

リス ト(検 討 中)等 」 を策定 す る。要 求事 項

(基 準)に つ い ては,当 初,英 国の情 報 セ キ

ュ リテ ィマ ネジメン トの要求事項(BS7799-2)

を参照 した認証基 準 を作 成 し,JIS制 定 及 び

そ の周知状況 を踏 まえ対応 してい くこ ととす

る。

(2)第三 者適合性 評価制 度

民 間の競争 原理 に基づ く第三者 適合性 評価

制度 の導入 は,最 新 のセ キ ュ リテ ィ技術 の管

理 と実装 を評価 に反映 させ る こ とが で きる。

す な わ ち,ISMS適 合 性 評価 制 度 は,各 組 識

に画一 的 な要求事 項 を課す ので はな く,そ れ

ぞれが リス ク分析 ・評価 を行 い,そ れ に基 づ

くマ ネ ジメ ン トを実施 す るこ とを要求 す る も

ので ある。 あ くまで も情 報 システ ムの管理者

であ る各事 業主体 の 自己責任 に基 づ く情 報 セ

キ ュ リテ ィ対策 が基本 となるか らで ある。 あ

る一 定 の基 準 を満 た してい るだけで認証 す る

ので はな く,情 報 セ キ ュ リテ ィ管理 を実現 す

るため の組織 的 な見直 しを実施す るこ とが要

求 され る。 また将 来 的 には国際 的 に整合性 の

とれた情報 セ キュ リテ ィに対す る第三者適合

性評価 制度 を確 立 す る こ とにある。

(3)継続性 の確保

従 来の安対 制度 の審査基 準 は,設 備等 の物

理的 な対 策 に比 較 的重点 を置 いてい たが,本

制度 におい ては設備 ・運用 をバ ランス よ く盛

り込 む と ともに情報 セ キュ リテ ィマ ネジ メン

トの観点 を付加 した審 査基準 を策定 す る。 運

用 当初 は,あ る程度現 行制 度 を引 き継 ぎ,必

〉'
、^、 情報セキュリティマネジメン トシステムk白8MS)、

要 最小 限の情報 セ キ ュ リテ ィマ ネジ メ ン トに

関す る事 項 を付 加 した内容 とす る。その後 は

情 報 セキ ュ リテ ィマネ ジメ ン トプロセ スの証

跡性 に重 点 をおい た審査 基準 につ いて検 討す

る予定 で あ る。 また,JIS制 定 及 びそ の周知

状況 を踏 まえ,よ り時代 に適合 した もの とす

るため,制 度 の見直 し作業 を行 い,適 宜改訂

を実 施す る こ とと してい る。

(4)制 度の対 象範 囲(段 階的 な適用)

本 制度 の対 象範 囲 は,現 行 の制度 に準 じて

「情 報処理 サ ー ビス業 を営 む者 」 とす る。

情報 処理 サ ー ビス業 とは,『 他 人の需 要 に応

じてす る情報処 理 を行 う事業 』(「情 報処理 の

促 進 に関す る法律 」 昭和45年5月22日 法

律 第90号)で,電 子計 算機 を用 いて計算 を行

う事 業 お よび検 索 を行 う事 業等 が 該 当す る。

また,最 近 では イ ンター ネ ッ ト ・デー タセ ン

タ(以 下,IDCと い う)」 の ような新 しい形

態 の情報 処理 サー ビス業 も出現 してお り,こ

のIDCの ような形態 で建物,サ ーバ,ア プ リ

ケー シ ョンお よびそ の運 用の ア ウ トソー シ ン

グが進 む と,「 設備 を一切 持 た ない」 事業 者

も考慮 す る こ とが必要 であ ろ う。将 来的 には,

ニ ーズ に応 じて法律 で定 め られた情報処理 サ

ー ビス業以外 の分野 の事業 者へ の適用 を検 討

す るこ と として いる。`

注:「 情報 処理 サー ビス業」どは,他 人 の需

要 に応 じてす る情 報処理 を行 う事 業 を

いい(情 報処 理 の促 進 に関す る法律;

昭和45.5.22法 律90号),電 子計 算機 を

用 いて計算 を行 う事 業 お よび検索 を行

う事業等 が該 当す る。
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5.今 後 の 課 題

現 在,制 度創 設 のため,本 制度 に関す るパ

ブ リ ックコ メ ン トの募 集,ISMS制 度 の概 要

説 明会 の開催 、情 報処理 サ ー ビス事業 者 を対

象 に した本 制度へ の評 価 ・期待等 の意識調 査

等 を実施 した ところで あ る。今 後 は,パ ブ リ

ック コメ ン ト等 の意見,こ れ らの調査 結果 を

踏 まえて,本 制度 の基準,ガ イ ド等 を策定 し,

公 表 す る こ と と してい る。 また,4月 以 降 で

は本制 度の創設 ・運用 の ためのパ イ ロ ッ ト事

業 を実 施 す る とと もに,ISMS制 度 の 定着 の

ため に必要 な制度 の改善,普 及広 報活 動 を予

定 してい る。特 に,本 制度 を確 実 に運用 す る

ため には,指 定 審査機 関 の審査 内容 ・基準 に

バラツキがないようにしなければならない。

そのためには,指 定審査機関における審査員

レベルの均一化を図るための,審 査員研修や

審査員資格 な どを検討 しなければならない。

また,本 制度が国際的な整合性 を図るために

は,海 外の同種の制度 との相互承認の可能性

等について検討 しておかなければならない。

このように,本 制度が情報セキュリテ ィマ不

ジメントに対する第三者適合性評価制度とし

ての信頼性を確保するためには多くの課題が

残されているが,わ が国の情報セキュリティ

レベル全体の向上を図るためには必要不可欠

な制度であると考えられる。

斑
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.魚賢 室 ㌣ 皇㌻1韓難癖語

誌総 務 音B

1.理 事 会 の 開 催

平成13年3月23日(金)に 平 成12年 度 第4回

理事会 が 開催 され,次 の議案 が審議 ・承 認 さ

れ ま した。

・平 成13年 度事業 計画 につい て

・平 成13年 度収支予 算 につい て

・平 成13年 度 にお け る借入 金の 限度額 につ

いて

・特 別会計 の廃 止 につ いて

・役員 の人事 につ いて

・評 議員 の人事 につい て

2.評 議 員 会 の 開 催

平 成13年3月21日(水)に 平成12年 度 第3回 評

議員 会 が 開催 され,次 の議 案が 審議 ・承 認 さ

れ ま した。

・平成13年 度事 業計 画 につ いて

・平成13年 度 収支予 算 につ いて

・平成13年 度 にお け る借入金 の限度額 につ

いて

・役員 の選任 につ いて

一 情報セキュリティ対策室 ・

ス テム安 全対 策実施事 業所認 定制 度」 が平 成

13年3月 末 日で廃 止 され,新 た な制 度へ と衣

替 え され る こ とにな りま した(平 成12年7月

31日 通 商産 業省 発 表)。 そ の ため,当 協 会 内

に 「情報 セ キュ リテ ィマ ネジ メ ン トシステム

(ISMS)適 合 性 評 価 制 度 委 員 会 」(委 員 長

土居 範久 慶応義 塾大学 理工学 部教授)を 設

置 して新 た な制 度の あ り方 につい て検 討 を進

め て きま した 。 その 結果,ISMS適 合 性評 価

制 度 に関す る基準,ガ イ ド等 と して取 りま と

め るこ とがで きま した。

平成13年3月 に全 国9都 市 にお いてISMS制

度 の概 要 につ いて説明会 を開催 しま した。

ISMS制 度 の 詳 細 に つ い て は,本 誌 の

JIPDECReportを 参照 して下 さい。

開催 日 都 市 参加人数

3/7(水) 広 島 60名

3/8(木) 福 岡 79名

3/12(月) 札 幌 27名

3/13(火) 与 野 450名

3/14(水) 高 松 24名

3/19(月) 大 阪 139名

3/21(水) 仙 台 75名

3/22(木) 名古屋 87名

3/23(金) 那 覇 21名

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 の普 及促 進

(1)ISMS適 合性評価制度の検討

経済産業省の 「情報処理サービス業情報シ
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(2)リ ス クマ ネジ メ ン トシス テム の あ り方 に

関す る調査 ・研 究

情 報 シス テムは,多 くの リス クを内在 して

いる こ とか ら,そ の脆 弱性 が危惧 され てい ま

す。 その ため に リス クの顕在 化 を未然 に防止

し,ま た,顕 在 化 した場 合 その影響 範囲 を最

小 に留 め るセキ ュ リテ ィ対 策 が求め られ てい

ますが,そ れ には情 報 シス テムの リス クを適

正 に把 握す るこ とが必要 です。更 には,把 握

した リス クが どの程度 顕在化 す る可 能性 があ

るの か,ま た,顕 在化 した場合 の損 害が どの

程 度 なのか等 の分析 が不 可欠 です。

この ような認識 か ら,当 協会 内 に情報 シス

テム に関す る リス ク分析 手法 を含 む リス クマ

ネジ メ ン トシス テムの あ り方 を検討 す る 「リ

ス クマ ネジ メ ン ト委員 会」(委 員 長 森 宮康

明治大学 商学部教 授)を 設置 し,調 査 ・研 究

を進め て きま した。

そ の結 果,平 成2年 に発表 した リス ク分析

手法(JRAM;JIPDECRiskAnalysisMethod)

を見直 し,リ ス クマネ ジメ ン トの視 点か ら広

範 囲 にわ た る情 報 リス クへ の対 応 を図 るべ

く,JRMS(JIPDECリ ス クマ ネ ジメ ン トシス

テム)構 築 を検討 してい ます。 この作業 に基

づ く考 察の一部 を中間報告 として公表 す る予

定 です 。

(3)シ ステ ム監査 に関す る調査 ・研 究

シス テ ム監査 は,情 報 シス テム の信 頼 性 ,

安全性 等 のセ キュ リテ ィ対 策 の向上,更 には

有効性 の確 認等 のため に不 可欠 な仕 組 み と し

て,情 報 化 の進展 が進 んだ社会 におい て重要

視 されてい ます。

その ため,国 で は情 報 処 理 技 術 者 試 験 に

「シス テム監査技術 者」の区分 を設 け,シ ステ

ム 監査 に携 わ る要 員 の養 成 等 を行 って い ま

す 。更 に,経 済 産業省 は,シ ステ ム監査 の導

入 を促 進す る必要 か ら,シ ス テム監査 を実施

す る事 業者 を広 く一般 企業 に紹介 す るための

「システ ム監査 企 業台 帳 制度 」 を設 けて い ま

す 。

当協 会 では,シ ス テム監査 を実施 して いる

企業 か らの 申告 を受 けて台帳 の編 集 ・作 成作

業 を行 い,同 台 帳 を広 報 す る こ とを通 じて,

同制度 を側 面 か ら支援 す る活動 を実施 してい

ます。最新 の台 帳 は,経 済産業 省 や地方 の経

済産業 局並 び に県 庁所在 地の 図書 館等 で閲覧

す る こ とが で きますが,経 済産業 省及 び当協

会 の ホー ムペ ージで も公表 して い ます。

また,シ ス テ ム監査 の普 及状 況 を把 握 し,

新 た な施 策 に反 映す るため の基礎 デー タ を収

集 す る 目的か ら,平 成12年11月 よ り平成13年

1月 にか けて約4,800の コ ンピュ ー タユ ーザ企

業 に対 して ア ンケ ー トに よっ て調 査 しま し

た。ア ンケー トの結 果の大 要 は,ホ ームペ ー ジ

(http://www.jipdec.or.jp/security/pOOaudit.htm1)

で公 表 してい ます 。

2.プ ラ イ バ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

引 き続 き,プ ラ イバ シ ー マ ー ク制 度 の 運 用

を行 っ て い ます 。

平 成10年4月 の 試 行 運 用 開 始 以 来,平 成13

年3月 末 日 まで に,225事 業 者(一 部事 業 部 単

位 で の 認 定 を含 む)を 認 定 して い ま す(図1

参 照)。 な お,最 新 の 状 況 につ い て は,当 協 会

の ホ ー ム ペ ー ジhttp:〃www .jipdec.

or.jp/security/privacy/certifylist.htmlを ご覧 下

さい 。
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図1プ ライバ シーマーク付与認定事業者数の推移
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個人情報保護の取組みに関する法律の制定

等,国 の レベルでの議論が進んでいることも

影響 して申請事業者が増加 し,審 査業務でバ

ックログを多 く抱 える等の状況になり,申 請

事業者へのサービスの低下が懸念 される状況

になってきました。そのため,指 定機関を含

めた体制強化 を図るため,平 成13年2月 か ら

料金の見直 しの検討 を行い,従 来の一本化の

料金体系 を見直 し,企 業の規模 による料金体

系 を導入 しました。

表 改定後の料金表

種 別
事業者の規模別料金(円,消 費税別)

小規模事業者 中規模事業者 大規模事業者

申請手数料 80,000 150,000 300,000

現地調査料 20,000 50,000 100,000

マ ーク使 用料 50,000 100,000 200,000

合 計 150,000 300,000 600,000

(注1)上 記料金以外,現 地調査にかかる交通費,宿 泊費が必要。

(注2)マ ーク使用料は,2年 間の料金。

(注3)事 業者規模の区分

① 大規模事業者:中 規模事業者(下 記②参照)の 規模を超える事業者。

② 中規模事業者:資 本金,従 業員何れか一方を満たせば該当

製造業その他 卸売業 小売業 サービス業

資 本 金 3億円以下 1億円以下 5千万円以下 5千万円以下

従 業 員 300人 以 下 100人 以 下 50人 以下 100人 以 下

③ 小規模事業者:常 時使用する従業員の数が二十人(商 業又はサービス業に属する事業を主た

る事業として営む者については,五 人)以 下の事業者。
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また,プ ライバ シーマ ー ク付 与認定 事業者

と情報 主体等 との 間の苦情等紛 争処理 につい

て は,苦 情処理 窓 口 を設 けて対 応 してい ます

が,更 に充実 す るため,仲 裁,斡 旋,調 停 ま

で も対 応 す る 組 織 と して の紛 争 解 決 処 理

(ADR:AltemativeDisputeResolution)機 構 の

設 置 に向け た検討 も行 って い ます。

3.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー タ 緊 急

対 応 セ ン タ ー)の 運 営

JPCERT/CCで は国 内 のサ イ トに 関す る コ

ンピュー タセキ ュ リテ ィイ ンシデ ン トの報告

を受 け,そ の情 報 か ら技 術 的 な対応 策 を検 討

し,関 連 す るサ イ トへ の連絡 あ るい は情 報交

換 を行 なってい ます。平成12年10月 か ら12月

の 第三 四半 期 には518件 の報 告 を受領 しま し

た(累 計件 数 は図2参 照)。
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また,四 半期毎 に と りま とめ る 「活動概 要」

で は提供 してい ただいた報告 を類型化 し,頻

度順 に列挙 してい ます。 その他 に,対 応策 を

「緊急 情報 」,「技術 メモ」 と してJPCERT/CC

のペ ー ジに掲載 す る場合 が あ ります ので,ネ

ッ トワー ク管 理 の方 はそ ち ら も是非 ご覧下 さ

い。 また,コ ンピュー タセキ ュ リテ ィイ ンシ

デ ン トに関す る情報 を迅 速 に提供 す るた め に

メー リング リス トも開設 してお ります(httP:

〃www.jpcert.・・.jp/飢m・unce.html)。

啓 発活動 として は,今 年度 も公 共性 の高 い

各種 セ ミナ ーに講 師 を派遣 して きま した。今

後 も コンピュー タセ キ ュ リテ ィイ ンシデ ン ト

の予 防 とい う趣 旨 に沿 っ て活 動 す る予 定 で

す。

JPCERT/CCの 活 動状 況 や,コ ン ピュ ー タ

H10 Hll H12

セ キ ュ リテ ィイ ンシデ ン トに関す る最新 の技

術 情報 に関 しては,今 後 もホームページ(http:

〃www.jpcert.or.jp/)を 活 用 して発信 してい き

ます ので ご利用 くだ さい。

一一 調 査 部 一 一

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 に 関 す

る調査研究

本事業は,ユ ーザーニーズ に応 えた情報通

信サービスのあり方について検討することを

目的としています。

本年度は,2001年5月 か ら次世代i携帯電話

サービスが開始 されることから,こ の動向を

睨みつつ,モ バイルサービスの今後の方向性

について専門家からのヒアリングを行ってい
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ます。 これ まで に,ブ ロー ドバ ン ド時代 にお

け るW-CDMAの 位 置付 けや,ブ ラ ウザ フ ォ

ンの進化 とい う観点 か らみたモバ イルサ ー ビ

スの可 能性,イ ン トラネ ッ トや テ レワー クシ

ス テムへ の応用,マ ーケ テ ィングへ の アプ リ

ケー シ ョン,デ ジ タル放送 との係 わ り方 な ど,

多 角的 に検 討 を進 め てお り,そ の結果 は報告

書 と して取 りまとめ る予定 です 。

く影響 して くる こ とか ら 「IT社会 の働 き方」

を新 設 した ほ か,モ バ イ ルEC,電 子 認 証,

電子 自治体 な どの新 しい動 きを盛 り込 んでい

ます。一 方で,全 体の ボ リューム を減量 す る

ため,国 際化や標準 化動 向 な どは独 立 した部

立 て を とらず に各 部章 ご とにフ ォローす るな

ど,21世 紀 を期 に全 体 の構 成 と内容 の リニ ュ

ーアル を図 ってお ります
。

2.情 報化 白書2001年 版 の発 刊 予 告

情報化白書2001年 版 は,5月 の発刊 に向け

て原稿の取 りまとめと編集作業を行っていま

す。

前期(7～10月)開 催の委員会 にお ける編

集計画案の審議結果を踏まえて担当各位に原

稿執筆を依頼 し,後 期(1～3月)に おいては

以下の 日程 で委員会 を開催,原 稿 内容 の検

討 ・審議 を行いました。

各分野の専門家で構成 し,原 稿執筆 も分担

いただいている「情報化白書編集専門委員会」

(委員長 廣松 毅 東大教授)を3回 開催 し,

「情報化白書編集委員会」(委 員長 石井 威望

東大名誉教授)に おける最終審議 をもって最

後の調整を行い,5月 末には書店発売 となる

見込みです。

2001年 版の白書総論では,情 報 とメディア

の進化の歴史を備撤した上で,あ らためて情

報化の本質 を捉え直すとともに,近 年のIT化

の特徴 をまとめま した。 さらに,情 報化 ・IT

化が社会 にもた らす影響 を,経 済 ・社会 ・ワ

ークスタイルな どのさまざまな側面から考察

し,最 後 に21世 紀のIT社 会に生 きる個人に求

め られる能力について触れています。

各論では,デ ジタルエコノミーへの変化の

実態 を計測する観点から 「マクロ経済と情報

化」を,ITは 個人の働 き方や生 き方に も太 き

3.主 要 国 に お け る 情 報 政 策 に 関 す る

調 査 研 究

米 国 に 関 して は,米 商 務 省 が,10月 に

「FallingthroughtheNet:TowardDigital

Inclusion」 を発表 しま した。この レポー トは,

パ ソコ ンや イ ンターネ ッ トの米 国民 にお ける

普及 状況 を調査 した ものです。 イ ンター ネ ッ

ト世帯 普 及 率 は1998年12月(以 下 同様)の

26%か ら2000年8月(以 下 同様)に は42%に,

パ ソコ ン世帯 普 及率 は42%か ら51%に,イ ン

ター ネ ッ ト利 用 者 数 は3,190万 人増 え,1億

1,650万 人 に,イ ンター ネ ッ ト利 用 人 口率 は

33%か ら44%に な った と発 表 してお ります。

英 国 に関 して は,2000年9月,ブ レア首相

は,情 報技 術 政 策 「UKオ ンライ ン」 を発表

しま した。英 国 をオ ンライ ン化 す るための戦

略 を詳細 に定め,次 のアクシ ョンを提起 してい

ます。

・英 国市場 を近代 化 す る
ρ

・新 しい技術 を利 用 す るのに必要 な アクセ ス

等 を各個 人が得 られ る ようにす る。

・電子政府 を実行 に移 す
。

・情 報 技 術 分 野 で 英 国 を世 界 の 一 流 国 にす

る。
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4.日 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム

日独 情報技術 フ ォー ラムは,高 い技 術 レベ

ル と経済力 を有す る ドイ ツ連邦共和 国 とわが

国が,情 報技術分 野 にお ける両 国 の相 互理解

と交流 を一層 深め,活 発 な産業,技 術協 力 の

展 開 を通 じて世界 の情報化 に寄与 してい くこ

とを 目的 に1983年8月 ドイツ連邦 共和 国研 究

技 術省(現 連邦教 育研 究省)の ハ イ ンツ ・

リーゼ ンフー バ ー(Dr.HeinzRiesenhuber)

大 臣(当 時)と 宇野宗佑 通商 産業大 臣(当 時)

との間で,そ の設置 が合意 され た もの です。

当 フ ォー ラム は,両 国 の情 報技術 分野 にお け

る第一線 の学者,研 究者 が一 堂 に介 し,最 新

の情報技 術研 究の 成果 につ い て情報 交流 を行

うと同時 に,人 的交流 を深 める こ とをね らい

と してい ます 。

昨年10月,三 重 県 の伊 勢志摩 ロイヤル ホテ

ルで 開催 された 「第13回 目独情 報技術 フ ォー

ラム」 にお いて,次 回 の 「第14回 目独 情報技

術 フォー ラム」が,2002年 に ドイ ツ連邦 共和

国で 開催 され る こ とが合 意 され ま した。 これ

に向 けて,ド イ ツ側 関係 機 関 と連携 を とりな

が ら準備 をすすめ てい る ところです 。

5.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情 報通信 産業 及び 情報 化一般 の最

新 の動 きを海外 に紹介 す るため,英 文季 刊誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます 。

最 近 の過 去1年 で は,No.120で,1998年 度

の 日本 の情 報通信 産業 につ いて,情 報 サー ビ

ス産業,電 子機 器製造 業,電 気 通信事業,放

送事 業 の各市 場 規模 を紹 介 し,No.121で は,

産業構造審議会の報告書に基づ く情報化人材

育成施策を取り上げ,No.122で は,こ れまで

の電子商取引推進事業の成果を取 りまとめ,

No.123で は,当 協会が今年2月 に実施 し,報

道発表で大 きな反響 を呼 んだ 『個人ユーザー

のネットワーク利用に関する調査』の調査結

果の概要を紹介 しています。次号は,1999年

度の 日本の情報通信産業の市場規模 を取りま

とめて紹介する予定です。

6.講 演 ・セ ミ ナ ー

3月16日,機 械 振興 会館(港 区芝 公 園)に

て 「イ ン ター ネ ッ ト時代 にお ける企 業 内情 報

システ ムの戦略 的活用」 をテーマ として特別

講演 会 を開催 しま した。118名 の参 加者 は熱

心 に聴 講 されてい ま した。

・IT革新 の進展 と情報 シス テム部 門

一新 しい ネ ッ トワー ク環境へ の対応 一

淀 川 高 喜氏(野 村 総合 研 究 所ITマ ネ ジ

メ ン トコ ンサ ル テ ィング部

長)

・モバ イルに よる ワー クス タイルの変革

森 俊樹氏(富 士 通 ソ リュー シ ョン部長)

・情 報武装 に よる営業 活動 の革 新

島 健 夫 氏(キ リ ンビー ル 情 報 シス テム

部 長代理)

・生 産性 の向上 とテ レワーク

鈴 木 俊 夫氏(富 士ゼ ロ ックスサ イ ト管理

部マ ネー ジャー)

・Webワ ークス タイルの実現 とイン トラネッ ト

潮 田 邦 夫 氏(NTTDoCoMo取 締 役 副本

部 長)

・iモ ー ドを使用 したモバ イル イン トラネ ッ

トV-Campus

坂 田 周 一 氏(立 教大 学 コ ミュニ テ ィ福

祉 学部教授)
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技術企画部

1.「 ネ ッ トワ ー ク エ ー ジ ェ ン ト技 術 ワ

ー ク シ ョ ッ プ 」 の 開 催

当協 会 の 「ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技術

委 員会(委 員 長:西 田豊 明 東京 大 学 大学 院

教授)」 で は,成 果 の と り ま とめ にあ た り,

委員会 の検討結 果 を公表す る とともに多 くの

研 究 者 ・技 術 者 の方 々 と意 見 交換 を行 うた

め,次 の とお りワー クシ ョップを開催 しま し

た 。 出席 者 は,大 学,研 究所,企 業 か ら計

145名 の参加 を得 て盛 況の うちに終 えま した。

なお,本 ワーク シ ョップの結果 は,ネ ッ トワ

ー クエ ー ジェ ン ト技 術委員会 の成 果報告 書 の

一 部 と して取 りまとめ公表 す る予 定 です
。

名 称:「 ネ ッ トワー クエ ー ジ ェ ン ト技 術 に

関 す る ワー クシ ョップ ーeビ ジネス

とe産 業 に展 開す るエ ージ ェ ン トー」

日 時:平 成13年1月24日(水)9:30～18:10

会 場:機 械 振興会館 ホ ール

プ ログラム:

・ 「エ ージ ェ ン トと創 るイ ンタラクテ ィブネ

ッ トワー ク」西 田豊 明 東京 大学大学 院

・ 「パ ー ソナ ル エ ー ジ ェ ン ト指 向仮 想 社 会

PAW」 松 田 晃 一 ソニー㈱

・パ ネル討論(講 師名省略)

セッション1:エ ー ジェ ン トの過去 ・現在 ・未

来

セッション2:エ ー ジェ ン トプラ ッ トフ ォーム

の将 来像 と標準 化戦 略

セッション3:次 世代 アプ リケ ーシ ョンを支 え

るネ ットワークエージェン ト

セッション4:エ ージェン トカ斗中介するe－コミュ

ニケーシ ョンとe－コミュニティ

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュ ニ テ ィ に 関

す る 構 築 ・運 用

「産 学 官 研 究 開 発 コ ミュ ニ テ ィ(http:

//www.gip.jipdec.or.jp/)」 は,WWWサ ーバ ー

に よる電子情 報通信技術 に関す る情 報収集 ・

提 供 お よび意 見交換 な どを行 う情報 イ ンフラ

です。 日常 の活動 内容 は,電 子情報 通信 の分

野 に 関 す る最 新 情 報 を提 供 す る 「Latest

News」,研 究開発 や イベ ン ト,出 版等 諸 々の

ニ ュー ス を提供 す る 「BBS」 ,産 学官 の研 究

交 流 に 関 す る ニ ュ ー ス を 提 供 す る

「TechnologyMap」 な どで,情 報 内容 も適時

更新 を行 ってい ます。

また,現 在 手 作 業 にて 行 っ て い るLatest

Newsの ニ ュー ス ソース の収 集 ・編 集 ・整 理

を半 自動 的 に行 うニ ュース デー タ自動登録 シ

ステ ム を開発 してお り,ま もな く実運用 を開

始 す る予 定です 。 これ に よ り,さ らに迅速 か

つ 充実 した ニュー スペー ジ と検 索用 デ ー タベ

ース を ご提 供 で きる もの と存 じます
。

今 後 は,全 国の産学 官共 同研 究機 関 との密

接 な連携 に よる情 報交換,産 学官 の共 同研 究,

異業種 交流,人 材 育成,ベ ンチ ャー企 業 の起

業促 進等 を支援 す る情報 提供 と情報交流 を 目

指 して独 自性 と即 時性 に溢 れ たWebペ ー ジを

構 築 ・運用 して い く所 存 です。

3.ア ドバ ン ス ト並 列 化 コ ンパ イ ラ技

術 の研究開発

本プロジェク トは,経 済産業省 ミレニアム

プロジェクトである官民共同研究開発プロジ

ェク トの1つ で,新 規産業創 出型産業科学技

術 研 究開発制度(産 技 制 度)に 基 づ き,

NEDOか ら当協会が管理法人 として研究開発

委託を受けて実施 しています。研究開発は,

研究開発責任者である笠原博徳早稲田大学理
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7

工 学部教 授 の も とに,管 理法 人の役 割 を果 た

す当協 会 の ほか,当 協 会 に出向(兼 務)す る

㈱ 日立製作 所 及 び富士 通㈱ の研 究員,共 同研

究者 として早稲 田大学,電 子技 術総 合研 究所

(4月 か ら産業 技術 総 合研 究所),再 委 託 に電

気 通信 大学,東 京工 業大学,東 邦 大学 で構 成

す る 「ア ドバ ンス ト並 列化 コ ンパ イラ技術研

究体」 を設 けて行 われてお ります 。 このプ ロ

ジ ェク トで は産技 制 度初 の試 み と して,各 研

究拠 点 を ネ ッ トワー ク等 の利 用 に よる 「ネ ッ

トワー ク集 中研 究所 方式 」 を採 用 して,コ ン

ピュー テ ィングパ ワーの有効活用 お よび研 究

開発 の効率化 を図 ってお ります 。

研 究 開発 計 画 に よれ ば,期 間 は平成12年9

月か ら開始 して約2年 半 の予 定 です 。研 究 開

発 内容 は,プ ログラム とデー タを様 々 なサ イ

ズ に階層 的 に 自動 分割 して,実 行時 間が最小

とな る ようにプ ロセ ッサ に分配 す る 自動 マ ル

チ グ レイ ン並 列化技 術,並 列化 チ ューニ ング

技術,及 び並列 化 コンパ イラの性 能評価技 術

を開発す る ものです 。 目標 と して,既 存 の単

一粒度 での並列性 抽 出 を行 う自動並 列化 コ ン

パ イラ に比較 して概 ね2倍 以 上 の性 能 向上 を

目指 てお ります 。

進捗 状況 の一例 と して,平 成12年 度 にお け

る早稲 田大学 の マルチ グ レイ ン並 列性抽 出技

術 の研 究 を紹 介 します。 この研 究 で は,ユ ー

ザ に指 定 された1階 層 あるい は2階 層程度 の粗

粒 度 タス ク(サ ブルー テ ィンあ るい はルー プ)

間並列 処理 をOpenMPを 用 い て実現 す る方式

の開発 を行 ってい ます。川頁調 に研 究 が進展 し

てお り,1階 層 あ るいは2階 層程 度の粗粒 度 タ

ス ク間並 列 性 をFortranプ ロ グ ラム か ら抽 出

し,OpenMPの サ ブセ ッ トを用 い て並 列性 の

実現が可 能 となってい ます。 少数 で はあるが

複 数 のア プ リケー シ ョンプロ グラム に対 して

適 用 し始 め てお り,こ れ らのプ ログ ラムに対

しては,IBM社 製 の8プ ロセ ッサSMP上 で プ

電子政府における汎用電子入札システムの位置付け
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ロ ジェ ク トの 目標値 と して設定 してい る研究

開始 時点 での最先端 商用 コンパ イラに よる処

理 速 度 の2倍 の性 能 に近 い性 能 を導 くこ とに

成功 してい ます。 この成 果 の一 部 は,ハ イパ

フ ォー マ ンス コ ン ピュ ー タに 関す る 国際 会

議,情 報 処理学 会 アー キテ クチ ャ研 究会 ,情

報 処理学 会全 国大 会等 の論 文 と して発 表 しま

した。

4.電 子 入 札 シ ス テ ム の 開 発 及 び 実 証

実験

電子政府プロジェクトの一環 として,経 済

産業省お よび情報処理振興協会(IPA)か ら

平成12年 度委託事業 として政府の汎用電子調

達システム(図 参照)を 構成する 「汎用電子

入札システム」の開発及び実証実験 を受けて

協力企業とともに推進しております。

本事業は,中 央省庁 における現行の入札 ・

開札業務に対 し,最 新のインターネッ ト技術

とセキュ リティ技術を採用 し安全性信頼性を

確保 した情報通信技術を活用 して,国 民が利

用 し易 く入札作業の負荷軽減が図れる先進的

な電子入札システムを構築するとともに,そ

の有効性 について実証実験 を行 うものです。

現在,シ ステムの開発をほぼ完了 し,実 証

実験 テーマに応 じてコンピュータ企業と事務

機器企業の協力をいただき,2月 上旬から2週

間にわたって,実 証実験 を行いました。これ

によ り汎用電子入札システムの有効性の確認

と実用化に向けた検証を行いました。

今後,実 証実験結果の分析及び総合テス ト

を実施 し,シ ステムを完成 させ ることにして

お ります。`

ヰ央情報教育研究所

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度情報

化人材の育成のために次の研修事業,調 査研究

事業および普及啓蒙事業を実施しています。

1.平 成12年 度研 修 事 業

(1)情報化人材育成研修

本研修事業 は,今 後の情報化の担い手 とな

る,専 門分野の高度な知識 ・技術 を有する情

報化人材を育成するため,毎 年継続 して実施

しています。

平成11年6月 の産構審情報化人材対策小委

員会中間報告で示された情報化人材類型に対

応する情報化人材スキル標準に基づき,情 報

化人材 を育成するためのモデル的な研修を中

心に実施 しました。実施にあたっては,従 来

の高度情報化人材育成カ リキュラムに準拠 し

たモデル研修カリキュラムや教材等を有効活

用するとともに,産 業界や大学等から招聴す

る講師陣とともに新たな研修内容を検討 し実

施 しました。 一

本年度の開催回数は98回,開 催 日数は延べ

389日,受 講者数は1,318名 ,研 修 に携わった

講師は85名,コ ース種類別実施状況は以下の

とおりです。(平 成13年2月15日 現在)
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研修コース名1回 数1受 講者

① 情報技術研修

a.シ ステム開発者側の情報化人材 を育成するための研修

(a)プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ関 連 17 226

(b)ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア 関 連 11 166

(c)テ クニ カ ル エ ン ジニ ア 関 連 13 164

(d)ソ フ トウェア開発技術 者 関連 1 5

b.情 報化戦略 を推進する人材 を育成するための研修

(a)ITコ ー デ ィネ ー タ関連 1 15

(b)シ ステ ム監査 関連 7 77

c.そ の他,時 宜 に適 した企 画 ・特 定 テーマの研修

(a)企画 テーマ 関連 15 201

(b)特 定 テーマ関連 26 385

② 実務能力養成研修

実務 能力 と して要求 される コ ミュニ ケー シ ョン能力養成 な どに

関連 した研修

7 79

合 計 98 1,318

なお,平 成13年 度 の研 修 計 画 および研 修 内 容 等 の詳 細 につ きまして は,教 務 第 二 課(TEL:03-5531-Ol75)

までお 問 い合 わ せ い ただくか,CAITホ ームペ ージ(http:〃www.CAIT.jipdec.or.jp/)を ご覧 ください 。

(2)情報処理技術 インス トラクタ研修

本研修事業は,情 報処理教育に携 わるイン

ス トラクタ等(情 報処理専 門学校等の教員や

企業における情報処理教育担当者等)を 対象

に,そ の資質の向上に向けて,情 報処理に関

する技術および知識や教育技法等についての

研修を実施 している事業です。

研修 コースは,主 に情報処理専門学校等の

教員 を対象とする情報処理技術インス トラク

タ研修と,地 方 における情報処理教育担当者

等 を対象とする企業内研修 リーダ養成研修が

あります。

①情報処理技術インス トラクタ研修

本研修の実施にあたっては,「 情報処理技

術 インス トラクタ研修企画委員会」(委 員長

國友義久 長野大学産業社会学部産業情報学

科教授)を 設置 し,研 修内容の見直 しや教授

方法の改善を図りました。

研修内容は,主 に従来の高度情報化人材育

成標準カリキュラムに基づいた内容や,新 た

な情報処理技術者 スキル標準 に基づいた内

容,お よびその指導法 または指導上のポイン

ト等です。

本年度の開催回数は46回,開 催 日数 は延べ

98.5日,受 講者数は434名,研 修 に携 わった

講師は17名,コ ース別の実施概況は以下のと

お りです。
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研 修 コース名 回数 受講者
1.教 育 エ ンジ ニ ア コ ー ス

2 19
L

2.指 導 法 コ ー ス
8 78

3.情 報化 人材 育成 コース
5 32

4.シ ス テ ム技 術 ・動 向 コ ー ス
15 171

5.イ ン タ ー ネ ッ ト ・Web構 築 コ ー ス
15 125

6.プ ロ に 聞 くシ リ ーズ コー ス
1 9

合 計
46 434

なお,平 成13年 度 の研 修 計 画 および研 修 内 容 等 の 詳 細 につ きまして は
,教 務 第 一 課(TEL:03-5531-0175)

までお問 い 合 わせ い ただ くか,CAITホ ームペ ージ(http:〃www .caitjipdec.or.jp/)を ご覧 ください 。

② 企業 内研 修 リー ダ養成研 修

本研 修 は,す べ て地域 ソフ トウェアセ ンタ

ー に委 託 して実 施 してい ます
。(本 年度 の委

託先 は15社 です 。)

本 年 度 の開 催 回数 は129回,開 催 日数 は延

べ364日,受 講者 数 は1 ,209名,研 修 に携 わ っ

た講 師 は129名,コ ー ス別 の実施 概 況 は以下

の とお りです。

研 修 コース名 回数 受講者
1.シ ス テム開発技 法関 連 コース

58 591

2.ネ ッ トワー クの構 築 ・管理技術 関連 コース
41 388

3.デ ー タベ ース 技 術 関 連 コー ス
10 62

4.プ レゼ ンテ ー シ ョン技 法 関 連 コ ー ス
9 73

5.情 報 処理利 活用技術 関連 コース
6 30

6.そ の他 関 連 コー ス
5 65

合 計 129 1,209

2.平 成12年 度 調査 研 究事 業

(1)情報処理教育実態調査

わが国における情報化人材育成に関する現

状および最新の情報技術(IT)動 向等 をタイ

ムリーに把握 し,公 表す ることにより,わ が

国の情報化人材育成施策の検討に資すること

を目的にアンケー ト調査等を実施 しました。

本年度は,「情報処理教育実態調査委員会」

(委員長 佐藤文博 中央大学 経済学部教

授)を 設置 し,企 業 ・組織お よび企業 ・組織

に所属 す る技術 者個 人,情 報系 の学部 ・学科

を持つ学校 等教 育機 関(大 学,専 門学校)を

対象 に,紙 面 また はWebで ア ンケ ー トを実施

しま した。

ア ンケ ー ト発送 ・回収状 況 は以下 の とお り

で した。
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平成12年 度 「情報処理教育実態調査」ア ンケー ト発送 ・回収状況

送付数 回収数

回収率数

小数点2位

四捨五人

組織票 1,906 607 31.8%

個人票 1,160* 235 20.3%

学校票(全 体) 366 97 26.5%

大学 225 48 21.3%

専門学校 141 49 34.8%

*290名 の企業・組織の情報システム部門,人材育成担当部門の長に対して焔 の技術者からの回答を依頼。

アンケート結果を概観して,企 業 における

今後の技術的な関心 は,Java,情 報セキュリ

テ ィ,モ バイル技術,XML等,最 近の技術

動向が反映 された一方,ブ ームといわれなが

ら依然低いWBT導 入状況,職 場 に依存 した

技術者のスキルア ップなどの現状が把握でき

ました。

本事業の結果は,平 成12年 度 「情報処理教

育実態調査報告書」として取 りまとめました。

(2)教科研究調査

本事業では,標 準カリキュラムに則 して情

報処理技術者の効果的な育成を図っている専

門学校およびその他教育機関の情報処理学科

を,「 情報化人材育成学科」 として通商産業

大臣(現:経 済 産業大 臣)が 認定 して いた

「情報化人材育成認定制度」の支援作業を実

施 しています。

本認定制度は,平 成12年2月3日 通産省告示

第54号 をもちまして廃止 されましたが,1類

認定学科 については平成15年3月31日 まで,

ll類A認 定学科 については平成14年3月31日

まで経過措置が設けられています。

そのため本年度以降は更新学科のみの受付

けとなり,1類(3年 制)学 科が12学 科,ll

類A(2年 制)が10学 科,そ れぞれ更新 され

ました。 この結果,1類 の有効認定学科(平

成10年 度 ～平成12年 度)は20学 科,H類Aの

有効認定学科(平 成11年 度～平成12年 度)は

20学 科 とな りました。

(3)国際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

世界各国における情報化が急速に進展する

中で,こ れを支える情報処理技術者の育成に

関する国際的な相互協力の必要性が指摘 され

ています。

このため,ス キル標準等の人材育成関連情

報を積極的に海外へ提供 し,ま た,海 外か ら

は先進 的人材育成 システム等の情報を収集

し,必 要に応 じ技術協力 を行 うことを目的に

本調査 を平成9度 から実施 してい ます。

実施 に当たっては,「 国際化に対応 した情

報処理技術者の育成に関する調査研究委員

会」(委 員長 大野拘郎 つ くば国際大学産

業情報学科教授)を 設置 し,情 報処理技術者

の国際化のあ り方とその育成方法について,

国内及び英国等の情報 を収集 し,分 析 を行い

ました。

本年度は,英 国で進められている情報化人

材の育成施策に関して,職 業資格認定制度 を

中心 に,そ の実施制度や実施機関,認 定基準



等の情報を収集し,取 りまとめま した。その

仕組み を検討 した上で,国 際化 を推進するた

めに必要な人材の育成方法について考察,提

言 を行い ました。

また,SEARCC(東 南 アジア地域 コンピュ

ータ連合)に おいて昨年度実施 した情報処理

技術者に関する国際比較調査の取 りまとめを

行いました。実施に当たっては,「 東南 アジ

アにおける情報処理技術者の国際比較調査研

究委員会」(委 員長 佐藤文博 中央大学経

済学部教授)を 設置 し,調 査結果を分析 し取

りまとめるとともに,5月 と11月 にフィリピ

ンで開催 されたSEARCCの 専 門部会であ る

SRIG-PS(情 報処理技術者育成標準部会)会

議に専門家 を派遣 し,そ の分析結果 を報告 し

ました。

本事業の結果は,平 成12年 度 「国際化 に対

応 した情報処理技術者の育成に関する調査研

究報告書」として取 りまとめました。

(4)情報化人材育成 に関する調査研究

国内外における情報化人材育成を実践する

ための基盤的な調査,情 報化人材の能力指標

であるスキル標準開発のための基礎調査およ

び人材育成に必須な育成カリキュラムの作成

等,企 業 を中心 とした情報化人材育成活動を

支援することを目的に,以 下の事業を実施 し

ました。

①高度情報処理技術者育成指針に関する調査

研究

情報化人材スキル標準改訂に向けた基礎調

査を実施 しました。具体的には,企 業で実際

に使われている情報化人材の名称,必 要なス

キルや資格 に関す る情報 を,企 業の中途採用

条件に記載 されている各種条件などから収集

し,分類・整理 し資料 としてとりまとめました。

②情報化人材育成のための基盤整備

東南 ア ジア諸 国等 を対 象 に した情報 化 人材

育 成状 況等 の関連 資料 を収 集 ・分析 し,資 料

として取 りま とめ ま した。 じ

また,当 研 究所が作 成 した 「情報 処理技術

者 ス キル標 準」対 応 の 「情報化 人材 育成 カ リ

キ ュラム」 を作 成 し,平 成12年 度 「情 報化 人

材育 成の ための基 盤整備報 告書」 として取 り

ま とめ ま した。

(5)情 報化 人材育 成の ための応用 調査研 究

昨年度 か ら,職 場 での情 報化 を推 進す る人

や イ ンス トラク ターを 目指 す 人 を対象 と した

「情 報 リテ ラ シー教 育 指導 者/支 援 者 」CD-

ROM教 材(購 入 等 につ いて は巻 末広 告 ペ ー

ジ を参 照 して下 さい。)と その学 習 管理 シス

テ ム等 か ら構 成 され る 「JIT教 育 シ ス テ ム」

(商標 登録 済)の 試行 的運 用 を実 施 してお り

ます。

本年 度 も試行 的 運用 を実施 し,平 成13年3

月 中旬現在,学 習管理 システ ムへ の受講登録

は延べ280件(指 導者 向 け受講123件,支 援者

向 け受講157件),本 シス テ ムで使用 す るCD-

ROM教 材(情 報 リテ ラ シー教 育 指導 者 ・支

援者 育成教 材)の 配布 が約1,600セ ッ ト(3,000

セ ッ ト作 成)と な りま した。 また,企 業研 修

並 び に広 く一 般 か らの利用 を前提 に,IT関 連

のマ ルチ メデ ィア教材 の作成 を支援 す る 「IT

関連 素材 デー タベ ース」 を構 築 し,平 成12年

11月15日 に オ ー プ ン しま した(URLhttp:〃

pc6jit2一皿et.ocn.ne.jp/sozaidb/user/)。

(6)遠 隔学 習 シス テ ム の利 用促 進 に関す る調

査研 究

最 近各種分 野 で開始 されつつ あ る遠 隔学 習

サ ー ビ ス(WBT等)に つ い て ,情 報 技 術

(IT)分 野 を中心 に,サ ー ビス提 供 事 業 者,

サ ー ビス名,コ ース(コ ンテ ンツ)内 容 お よ

び システ ム機 能等 に関す る情報 収 集 を行 い ま
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した。その中から主要なWBTシ ステムを対

象にサー ビス提供事業者を訪問してヒアリン

グ調査を実施するとともに,Web上 に実際に

提供 されているコース(10社17コ ース)を 選定

して実利用調査および評価分析を行いました。

評価にあたっては,前 年度事業 「新技術 を

利用 した情報処理技術教育システムに関する

調査研究」で設定した評価項 目を見直し,学

習者支援 という新たな観点か ら評価項目を設

定しました。その結果,シ ステム機能の評価

用 に26項 目を設定 し,コ ース評価用には24項

目を設定 しました。

なお,「 遠隔学習 システム評価委員会」(委

員長 都丸敬介 情報通信 コンサ ルタント)

を設置 して,評 価項 目の設定 と評価対象 シス

テムの選定等を検討するとともに,調 査 ・評

価結果の比較分析等 を実施しました。

これらの調査および評価分析結果を含めた

本事業の成果は,平 成12年 度 「遠隔学習シス

テムの利用促進 に関する調査研究報告書」と

して取 りまとめました。

また,調 査 ・評価結果の一部については,

当財団中央情報教育研究所のホームページに

公開することにしています。これにより,学

習者がWBTシ ステム を選択す るにあた って

の判断情報に利用できるばかりか,一 方では

サービス提供事業者が システム機能やコース

(コ ンテンツ)等 の改善 に役立てることがで

きるようになります。

(7)アジア諸国におけるIT人材育成基盤調査

IT分 野において,日 本 を含むアジア諸国 と

の戦略的なパー トナーシップを構築 しうるこ

とを目標に,ア ジア諸国 との情報処理技術者

スキル標準の共通化および相互承認の推進,

アジア諸国への情報処理技術者試験の導入 ・

実施の支援と協力等を行いました。

本年度の具体的な成果は,以 下のとおりです。

①平成13年2月9日

イン ドの国家試験(DOEACC)と の相

互認証お よび覚書の締結

②平成13年3月18日

タイでの情報処理技術者試験(基 本情報

技術者 レベル)の 実施

3.普 及 啓 蒙 事 業

(1y情 報処理 教育機 関等 に対す る普及啓 蒙

① 地域 交流 セ ミナー等 の 開催

産業 界 のニ ーズ に即 した高度情報 処理技術

者教 育の推 進 と地域 にお け る情報 処理技術 者

の育 成 を活性 化 し,地 域 の情報化 の推進 に資

す るため,情 報処 理専 門学 校 の教 職員 や企業

にお け る情 報 処 理教 育担 当 者 を対 象 と した

「地 域 交流 セ ミナー」 を東京 お よび大 阪で 開

催 しま した。

・テー マ:「e－ ラー ニ ングの可 能性 と成

功 に向 けての課 題」

・日 時:平 成13年3月26日(月)

13:00～16:45(東 京)

平 成13年3月29日(木)

13:00～16:45(大 阪)

・場 所:タ イ ム24ビ ル1階 タイム プ

ラザ(東 京)

天 満研修 セ ンター(大 阪)

・参 加者 数:78名(企 業64名 ,学 校 関係者

10名,そ の他4名)(東 京)

67名(企 業53名,学 校 関係者

12名,そ の他2名)(大 阪)

・プ ログラム:

・講演(1)「 米 国にお けるe－ ラーニ ングの

現 状 と日本 で のe－ ラー ニ ング

の進 め方」

・講 師:NTTラ ー ニ ン グ シ ス テ ム ズ
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株 式会社 小松 秀麗

・講 演(2)「 イ ン ター ネ ッ トを利 用 した協

調学習 の可 能性 を探 る」

講師:静 岡大学 大 島 純

・講演(3)「 現 在 のWBTシ ス テ ムの分 析 と

その評価」

講 師:塩 尻 情 報 プ ラ ザ 加 藤

真 一

・パ ネルデ ィス カ ッシ ョン

② 情報化 人材育成 学科 認定校研 究交流 会

通 商 産業 省(現:経 済 産 業 省)が 実 施 して

いた 「情報化 人材 育成学科 認定制 度」 に基づ

く1類 校 の相互 交流等 に よ り,認 定 校 の レベ

ル ア ップを図るた め,1類 学科 認定校22校 の

研 究交流 会 を実 施 しま した。

・日 時:平 成13年1月24日(水)

13:30～17:00

・場 所:タ イム24ビ ル プラ ンニ ングル

ー ム1

・参 加 者数:34名(1類 認定 学科校20名
,

経 済産 業省2名,認 定学 科 校

以外 の 講演 者2名,オ ブザ ー

バ3名,事 務局7名)

・プログ ラム:

・事例 発表① 東北 電子計算機 専 門学校

・事例 発表② トライデ ン トコ ンピュー タ

専 門学校

・事 例発 表③ テラハ ウスICA

(2)高 度 情 報 化 人材 育 成標 準 カ リキ ュ ラ ム等

の普 及 ・頒布

① 高度情 報化 人材 育成標 準 カ リキュ ラムの普

及 ・頒布

13種 の改 訂版標 準 カ リキ ュ ラム を未改訂 の

4種 と と もに,CD-ROM1枚 に格 納 し普 及 ・

頒 布 を行 い ま した。

口 「SCI997高 度情 報 化 人材 育 成標 準 カ リ

キ ュラムCD-ROM版 」

定価:12,600円(本 体 価格12,000円+消 費

税。 送料 別)

② テキス トの普及 ・頒 布

システム ア ドミニス トレー タテキス トを作

成 し,普 及 ・頒布 を行 い ま した。

口 高度情 報化 人材 育成標 準 カ リキュ ラム準

拠 改訂版 システム ア ドミニ ス トレー タテ

キス ト

定価:3,675円(本 体価格3,500円+消 費税)

ロ ス キル標準対 応初級 システ ムア ドミニ ス

トレー タテキス ト

定価:3,465円(本 体価格3,300円+消 費税)

また,当 研 究所が 監修 した,高 度情報化 人

材 育 成標準 カ リキ ュ ラム準拠 第二種 共通 テキ

ス トお よびス キル標 準対 応基 本情報技術 者 テ

キス トは,コ ンピュー タ ・エ ージ社 か ら出版 ,

頒 布 され ま した。

③購 入等 の問 い合 わせ先

調査 企 画部普 及振興 課(TEL:03-5531-0177)

まで お問 い合 わせ いた だ くか,CAITホ ー ム

ペ ー ジ(http://www .cait.jipdec.or.jp/)を ご覧

くだ さい。

・情報処理技術者試験センター一

情報処理技術者試験センターは,情 報処理

技術者試験の実施 と情報処理技術者の育成,

評価 に寄与するための普及啓蒙活動等を行っ

ています。

1.情 報 処理 技 術 者 試 験 の実 施

情報処理技術者試験は,昭 和44年 の第一回

から数えて今年で32年 目とな り,応 募者総数

は934万 人 に達 し,合 格者総数は約94万 人 と

な りま した。平 成12年 度 の応 募者 総 数 は
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784,912人 で過 去 最 高 の応 募者 数 とな り,前

年度 に比 べ79,943人(11.3%)増 で した。 合

格 者 数 は,93,492人 で 前 年 度 に比 べ711人

(0.8%)増 で した。

今年 度の春 期,秋 期 の実施概 要 は次 の とお

りです。

(1)平 成12年 度春期情 報処理技 術者 試験

表1の とお り8区 分 の試 験 を実 施 しま した。

応 募者 数 は379,632人(前 年 同期 比14.6%増),

受 験者 数 は247,309人(同14.2%増),受 験 率

は65.1%,合 格 者 数 は42,405人,全 体 の合格

率 は17.1%で した。

情報 処理技術 者試験 セ ンターホー ムペー ジ

で の合格 者 の発表 は第二種情 報処理 技術 者試

験(二 種),初 級 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー

タ 試 験(AD)が6月1日,第 一 種 情 報 処 理 技

術 者 試 験(一 種),プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

試 験(PM),シ ス テ ム運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア 試

験(SM),プ ロ ダ ク シ ョ ンエ ン ジ ニ ア 試 験

(PE),デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト試 験

(DB),マ イ コ ン応 用 シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア 試

験(ME)が6月30日,官 報 掲 載 は そ れ ぞ れ6

月23日 と7月6日 で した。

応 募 者 数 はPM,SM,DB,一 種,二 種,

ADで 昨 年 を 上 回 りPE,MEで 昨 年 を 下 回 り

ま し た 。 応 募 者 数 の 伸 び が 高 い 試 験 区 分 は

AD(27.1%),DB(15.4%),二 種(14.2%),

SM(10.1%),一 種(9.1%)で した。

表1平 成12年度春期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率

プ ロジェクトマ ネージャ 12,862 6,564 519 7.9%

システム運用管 理エ ンジニア 4,593 2,446 178 7.3%

プロダクションエ ンジニア 15,278 9,197 634 6.9%

デ ータベ ーススペ シャリスト 17,092 9,325 818 8.8%

マイコン応用システムエンジニア 2,685 1,805 195 10.8%

第一種情報処理技術者 97,613 62,282 9,721 15.6%

第二種情報処理技術者 135,878 90,991 10,190 11.2%

初級 システムアドミニストレータ 93,631 64,699 20,150 31.1%

合 計 379,632 247,309 42,405 17.1%

(2)平成12年 度秋期情 報処理 技術者 試験

表2の とお り7区 分 の試 験 を実 施 しま した。

応 募者 数 は405,280人(前 年 同期 比8.5%増),

受験 者 数 は267,820人(同5.8%増),受 験 率 は

66.1%,合 格 者数 は51,087人,全 体 の合 格 率

は19.1%で した。

情 報処理技術 者試験 セ ンターホ ームペ ー ジ

で の合 格 者 の発 表 は二種,ADが11月22日,

システ ムアナ リス ト試験(AN),シ ス テム監

査技 術者 試験(AU),ア プ リケー シ ョンエ ン

ジニア試験(AE),ネ ッ トワー クスペ シ ャ リ

ス ト試 験(NW),上 級 シス テ ム ア ドミニ ス

トレー タ試 験(SD)が1月12日,官 報掲載 は

そ れぞれ12月7日 と1月17で した。

応 募 者 数 はAN,NWで 昨年 を上 回 りAU,

AE,SDで 昨年 を下 回 りま した。応募 者 数 の

伸 びが 高 い 試 験 区 分 はNW(18.0%),AD

(13.9%)で した。
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表2平 成12年 度秋期情報処理技術者試験実施結果

試験区分 応募者数 受験者数 合格者数 合格率
システムアナリスト 6,812 3,627 297 8.2%

システム監査技術者 4,024 1,964 151 7.7%

アプリケーションエ ンジニア 24,559 12,342 970 7.9%

ネットワークスペ シャリスト 70,880 38,861 2,629 6.8%

第二種情報処理技術者 97,613 62,282 9,721 15.6%

上 級 システムアドミニストレータ 8,172 4,297 389 9.1%

初級 システムアドミニストレータ 128,519 93,488 33,073 35.4%

合 計 405,280 267,820 51,087 19.1%

2.新 試験 制 度 の公 表

平成10年11月 通商産業省(平 成13年1月6日

からは経済産業省)は 産業構造審議会情報産

業部会情報化人材対策小委員会に 「戦略的情

報化投資による経済再生を支える人材育成」

について審議を依頼 し,平 成11年6月 に中間

報告 をまとめました。この中間報告では,戦

略的情報化投資活性化のための環境整備,情

報処理技術者試験の改善,各 種情報関連育成

機関の新たな方向,学 校における情報化教育

の推進,行 政の人材育成等について提言 して

います。

情報処理技術者試験センターでは,こ の中

間報告の 「情報処理技術者試験の改善につい

て」の提言を受け,産 業構造審議会に代わ り

試験制度のあり方に関して,よ り柔軟に発議

を行 うための有識者からなる評議委員会を設

置 しま した。平 成12年1月 に第1回 委員 会 を開

催 し試験 制 度改革 に関 して具体 的 な諸方 策の

検 討 を行 い,3月 にパ ブ リ ックコメ ン トを募

集 し,そ の結果 を踏 まえて5月 に第2回 委員会

を開催 し,6月 に情 報 処理 技術 者 試験 の 「新

制度 の概 要」 と 「出題範 囲」を公表 しま した。

また,平 成12年12月 には,情 報 セキ ュ リテ

ィア ドミニス トレー タ試験 の出題形式 及 び出

題 範 囲,基 本情 報技 術者 試験 で 出題 す るJava

言 語等 につ いて追加 公表 しま した。

3.情 報処 理 技 術 者試 験 の広 報 活動

(1)新試験制度説明会の実施

平成13年 度か らの情報処理技術者試験の新

制度に関する説明会を全国8ヵ 所 で実施 しま

した。内訳 は表3の とお りです。

表3新 試験制度説明会実施概要

No. 場 所 実施日 参加者数

1 東京 中央大学駿河台記念館 平成12年7月17日 250名

2 高松 リーガホテルゼスト高松 平成12年9月6日 80名

3 富 山 ボル八一ト富 山 平成12年9月19日 51名

4 名古屋 名古屋国際会議場 平 成12年11月1日 166名

5 岐阜 ホテルグランベ ール岐山 平成12年11月2日 45名



6 仙 台 仙 台ソフトウェアセンタ 平成12年11月21日 65名

7 札幌 北海道通産局 平成12年11月30日 104名

8 熊本 熊本県高校研修会 平 成13年2月20日 25名

(2)新 聞等へ の広報

願書受付(案 内書 ・願書配布)に 合 わせ て,

情報 処理 技術 者 試験 の 実施 を周知 す るため,

広告 を年2回 掲載 しま した。広 告 を掲 載 した

新 聞 は,朝 日新 聞,読 売 新 聞,北 海 道新 聞,

河 北新報,中 日新 聞,中 国新 聞,西 日本新 聞

です。

各試験 セ ンター支 部で も大 学新 聞,通 産局

広報誌 に広告 を掲載 し情報 処理技術 者試験 の

周 知 を図 って い ます。

(3)パ ンフレ ッ ト,ポ ス ターの作 成 ・配布

情 報 処理 技 術 者 試 験 の普 及 ・啓 蒙 を 目的

に,情 報処 理 技 術 者 試験 パ ン フ レ ッ ト,上

級 ・初級 システ ムア ドミニス トレー タ試験 パ

ンフレ ッ トを作 成 ・配布 しま した。 また,願

書 受付期 間,試 験 実施 日等 の周 知の ため,ポ

ス ター を作 成 し,企 業,団 体,大 学,専 門学

校等 に配布 しま した。

一電子商取引推進センター一…

1.企 画 部会

5月18日 に第1回企画部会が開催 され,企 画

部会長 を選任す るとともに平成12年 度事業計

画 について事務局 よ り報告等を行いました。

また第2回 を10月 に開催 し,上 半期活動報告

と共 に,モ バ イル委員会が正式にWGと して

承認 され ました。今年1月 に行われた第3回 に

おいては,平 成13年 度 に向けての事業テーマ

発掘 アンケー トの分析結果をもとに検討を行

いました。

1-1電 子政 府 委 員会

行政の情報化実現への取組みに,利 用者

(市民 ・企業)と して,ど の ように提供 しても

らうかの視点で検討を行っています。これま

での3回 の委員会活動 では①電子政府の実現

に向けた政府の取組み,② 利用者(市 民 ・企

業)の 立場 からのWG課 題案の提案,③IT事

業者の電子政府向けソリューションの調査 ・

比較,④ECOMの 「電子政府/電 子行政 とは」

規定の検討等 について議論 しました。

〈成果報告〉

「電子政府委員会報告書(仮 題)」

2.STEP部 会

STEP部 会 で は,ECOMのSTEP事 業 の 中長

期 ビジ ョン を検 討 し,STEP事 業 の方 向付 け

を行 う と ともに,STEP部 会 事 業 と して企 業

間情報 共 有 の実 現 に向 け て,STEPの 役 割 を

目に見 える形 で示す こ とを検討 してい ます 。

3.ワ ー キ ン ググル ープ(WG)の 活動

会員企業 を中心 に学識者 ・有識者で構成

し,EC実 用化のための具体的方策等 につい

て検討 しました。各WGの 検討項 目等及び取

りまとめ中の成果(何 れ も仮題)は 以下の通

りです。

3-1消 費 者WG

3-1-1消 費者 保 護SWG

(1)オンラインマーク制度について

(2)ECOM消 費者取引ガイ ドラインの普及
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促進について

(3)消費者紛争処理について

く成果報告〉

「電子商取引における消費者保護の推進」

3-1-2個 人情 報 保 護SWG

(1)個人情報保護基本法制大綱案(中 間整

理)検 討 と意見書作成

(2)個人情報保護基本法の法制化 に関する

現状についての講演実施(8/30)

(3)ECOMプ ライバ シー保護啓蒙 ビデオの

作成(SWGシ ナリオの内容)

〈成果報告 〉

「ECで取 り扱 われる個人情報 に関す る調査

報告書(Ver3.0)」

3-1-3決 済 関連 問 題検 討SWG

(1)決済 プロセスを視 点 と した取引 プロセ

スの検討

(2)決済 プロセスの位置づけ と取引 プロセ

スとの相関の検討

(3)取引ルールの検討

〈成果報告 〉

「決済手段から見た取引当事者の義務と権

利について」

3-2認 証 ・公 証WG

(1)電子認証システム仕様検討

(2)電子認証システム利用検討

(3)電子署名文書長期保存検討

く成果報告〉

「電子署名利用者システムの構築 ・利用ガ

イ ドライン」

「電子認証サービス約款作成ガイ ドライン」

「電子署名文書長期保存に関する中間報告」

3・3セ キ ュ リテ ィWG

(1)「 セキュ リテ ィマ ーク制度」の立 ち上

げ支援

(2)「バ ーチ ャル シ ョップサ イ ト向 けセキ

ュ リテ ィガイ ドライ ン」 の 開発

(3)「 セ キ ュ リテ ィ評 価 基準(ISO15408)●

のECへ の適用 研究」

(4)「ECを サ ポー トす るITプ ラ ッ トフ ォー

ムにお けるセ キュ リテ ィ機 能 の調査」

(5)「 モ バ イルECに お ける セキ ュ リテ ィの

課 題」

(6)「 対 消 費者 電 子 商取 引 にお け る トラ ブ

ル防止 策の調査研 究」

〈成果 報告 〉

「ECサ イ トにおけるセキュ リテ ィ対策ガイ ド」

「セキ ュ リテ ィ対 策 の 手引 き(ガ イ ドの 実

務 上 の詳細 編)」

「セ キ ュ リテ ィ対 策 の 自己評 価 チ ェ ッ ク リ

ス ト」

「ITプ ラ ッ トフ ォー ム にお け るセ キ ュ リテ

ィ機 能調査」

「モバイルECに お けるセキュ リテ ィの課題」

3-4ビ ジ ネ ス モ デ ルWG

3-4-1WWVVモ デ ルSWG

(1)国 内WWWサ イ ト調査

(2)海外WWWサ イ ト調査

(3)オ ー プ ンBtoB

〈成 果報告 〉

「EC事 業者 の ビジネスモデ ル調 査」

「国内事業 者 の現状:成 功ECサ イ ト事 業者

事例 集」

「国外 事 業者 の現状:成 功ECサ イ ト事 業者

事例 集」

3-4-2SCMモ デ ルSWG

(1)日 本型SCMビ ジネスモ デルの構 築

(2)先 進事 例 の調査

(3)SCM電 子 商 取 引 モ デ ル契 約 書(β 版)

の普及 と改定

(4)中小 企業者 へ のSCM導 入 ガ イ ドの作 成
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〈成果報 告 〉

「SCMビ ジネスモデ ルの研 究」

3-5普 及 促 進WG

3-5-1XMLIEDISWG

(1)標 準XML/EDI普 及促進

(2)標準XML/EDI動 向調 査

(3)ebXML東 京 会議 開催

(4)関 連 団体 間の連携

く成 果報告 〉

「XML/EDI普 及調 査研 究報告書 」

3-5-2STEPSWG

(1)設 計 情 報 の生 産準 備 へ の活 用 の ため の

方 策検討

(2)XML,Web技 術 と結合 してSTEPを 使 い こ

なす ため の方策検討

く成果報告 〉

「STEPSWG活 動 報告書(STEP適 用推進 に

向 けた検 討結 果の報告)」

3-6モ バ イ ルECWG

モ バ イ ルECの 共 通 コ ンセ プ トの形 成 と有

望 なWG活 動 テ ー マ の 選 定 の た め の 基礎 調

査 ・検討 を行 い,昨 年10月 に正式 に委員会 か

らWGに 承 認 され,11月 よ り正 式 なWGと し

て活動 を始 め ま した。

(1)決済標 準 モデ ル検討

(2)近 未来 ビジ ョン検 討

く成果報 告 〉

「モバ イルEC・WG活 動報告 」

4e標 準 グル ー プ

4-1EDtグ ル ープ

4-1-1XMUEDI標 準 化調 査 委 員会

(1)ebXMLイ ニシャチブへの参加

(2)国内への標準導入の検討

く成果報告 〉

「XML!EDI標 準化調査委員会報告書」

4-1-2次 世代EDI技 術 調査 委 員会

(1)統一モデリング手法の検討

(2)オブジェク ト指向EDIの 調査

く成果報告〉

「次世代EDI技 術調査委員会報告書」

4-2STEPグ ル ープ

4-2-1国 際 標 準STEPの 規格 開 発 関

連 活 動

(1)ISOTC184/SC4国 内対策委員会

(2)標準化調査 プロジェク ト委員会 一配管

プレハブWG

(3)生産プロセスシステムの標準化委員会

く成果報告〉

「標準調査プロジェク ト委員会報告書」

「生産プロセスシステム標準化委員会報告書」

「普及調査委員会報告書」

5.国 際 連 携 グ ル ー プ

(1)Webに よる海外へ の積極 的 な情 報発信

(2)海外 のEC動 向調査

(3)ECに 関す る国際連携

(4)消 費者WGの 国際連携 支援

(5)EC市 場規 模 の算 出 と市 場動 向調査

く成果報 告 〉

「海 外 に お け るEC推 進 状 況 調 査 報 告 書

2000」

「電 子商取 引 に関す る市場 実態調査2000」

「MARKETSURVEYCONCERNINGELE

CTRONICCOMMERCE2000CunentState

andTrendofJapan'sElectronicCommerceVia

IntemetT㏄ ㎞ology」

6.普 及 広 報 グル ー プ

ECOMの 活 動状況 や成 果 を会 員お よび一般

に広 く普及す るため,機 関誌(ECOMJoumal)

を作 成 した ほか会 報 誌 「ECOMNewsletter」
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の 創 刊 号 ・第1～8号 を 発 行 す る と と も に

「ECOMセ ミナー」を8回 実施 しま した.ま た,

WWWサ ーバ の充実 を進 め
,ア クセス数 も順

調 に伸 び を示 してい ます 。 さらに展示 会や講

演(平 成12年4月 ～2月;90件)な どにお いて
,

ECOMの 成 果 を積極 的 に紹 介 しま した
。

6-1ECセ ミナ ー ・体 験 キ ャ ン ペ ー ン

(1)ECセ ミナ ー ・体験 キ ャ ンペ ー ンinビ ジ

不ス ン ヨウ2000TOKYO

来場 者 に対 し,イ ンターネ ッ ト型 電子 マ ネ

ーであ る ミリセ ン トを使用 し
,音 楽 ・情報等

の デ ジタル コンテ ンツの購 入 を行 い ま した
。

日 時:平 成12年5月23日 ～5月26日

場 所:東 京 ピックサ イ ト

参加者:2,400名

協 力企 業:・KDDI(旧KDDコ ミュニ ケ ー

シ ョ ンズ)「 ミ リセ ン ト」 ・

MONDEX

(2)ECセ ミナー ・体験 キ ャ ンペー ンin三条 市

日 時:平 成12年11月5日(日)

場 所:新 潟県県央地域地場産業振興センター

参加者:1,200名

協 力企 業:KDDI(旧KDDコ ミュニケ ー シ

ョンズ)「 ミ リセ ン ト」

(3)ECセ ミナ'一－in福岡

日 時:平 成12年11月24日(金)

場 所:福 岡商工会 議所

参加 数:162名

プ ロ グ ラム:企 業 間ECの 動 向 と現状 につ

い て

イ ンターネ ッ トEDIの 動 向

STEPの 概 要 と実用 事例 の紹介

SCMを 中心 と した ビジネス モデ ルの研 究

(4)EC体 験 キ ャンペ ー ンin福 岡

日 時:平 成12年11月25日(土)

場 所:福 岡 キャナルシティ スターコー ト

参加 数:2,400名

EC体 験 キ ャンペ ー ン協力 企業"

・KDDI(旧KDDコ ミュ ニ ケ ー シ ョンズ)

「ミリセ ン ト」

・p&R「 九州 よか もん市」

・味の明 太子ふ くや

6-2e-Square(企 業 間 電 子 商 取 引 の

広 場)に つ い て

B2BECの 事 例 調 査 を 中心 に
,利 用 で きる

製 品 ・サ ー ビス情 報 も併 せ てWebに 検索機 能

を付加 して紹 介 してい る もの です
。

掲 載 した情報 は,以 下 の通 りです。

① 普及動 向の把握

② 利用 実態 の把 握

③業務 に適合 す る製 品,サ ー ビス情報

一先端情報技術研究所所

先端情報技術研究所の平成12年 度調査事業

の概要 と実施状況について報告します。

情報技術開発 に関す る調査研究

情報革命を持続 し豊かな経済社会を構築す

るためには,中 長期的な視点か らの情報技術

の研究開発が必須であ り,併 せてわが国の情

報産業の技術 シーズとなる基礎技術の研究開

発が求められています。

このため,当 協会先端情報技術研究所では
,

新 しい時代 における情報技術 の研究開発のあ

り方について検討するとともに,現 行の研究

開発の仕組み ・制度の改革を目的に調査研究

を行っています。

平成12年 度は,前 年度に引 き続 き,「技術

政策委員会」(委 員長 水野幸男 日本電気

㈱顧問)を 設置 し,情 報技術開発 に関する調

査研究方針等全体的な観点から審議を行い
,



以下のとおり調査研究を実施しています。

(1)21世紀のIT研 究開発体制のあ り方について

国が支援する研究開発に関する仕組みにつ

いて,国 際的な競争力を強化す る観点か ら,

調査研究を行ってい ます。実施にあたっては,

前年度 に引 き続 き当該分野の専門家からなる

「情報産業の研究開発体制のあ り方に関する

検討作業委員会」(委 員長 後藤滋樹 早稲

田大学理工学部情報学科教授)を 設置 し,調

査検討 を行 っています。

平成12年 度は,「21世 紀 に向けてのIT研 究

開発制度のあ り方 について」 を調査テーマと

して,

・21世紀は技術貿易の時代であ り,物 の製造

から知識の創生の時代へ と変遷する。

このような時代における国の研究開発施策

はどうあるべ きか。

・知識創生のもとになる中長期の研究開発に

ついて

・知識創生時代の人材の確保 ・育成について

に焦点をあて,す でにこの知識の時代 に突入

している情報産業の有識者の意見を中心に整

理検討を行っています。

また,こ の検討 に必要 な基礎 資料 と して,

これ までの調査研 究 か ら明 らか にな った 日米

の研 究 開発 の仕組 みや法制 度の違 い を一 層具

体 的 な形 で示 す こ と として,「 米 国 の知 的所

有権 の先 行取 得 と商業 化促進 政策,お よびそ

の成 果 につ いて」調 査専 門会社 に調査委 託 し

て,詳 しく調査 を進 めてい ます。

(2)諸 外 国のIT研 究 開発 の現 状調査

今 後 の情 報 産 業 の 戦 略 的 な情 報 技 術 と し

て,ハ イエ ン ドコ ンピューテ ィ ング技 術 お よ

び 人間主体 の知 的情 報技術 につ いて,米 国 を

中心 とした研 究 開発動 向 を調査 分析 してい ま

す。

また,米 国連邦 政府 のNCO:NationalCoord

inationOfficeが ま とめてい る"Bluebook2001"

:InformationTechnology-The21stCentury

Revolution(21世 紀 のIT革 命)の 日本 語訳 な

ど資料 の整備 を行 ってい ます 。

(本資 料 は,米 国NCOの 承 認 を得 て,当

研 究所 の文 責 に よ り翻訳 した ものです 。平成

13年2月 にホー ムペー ジ に全 文公 開 しま した。

是非 参考 に して下 さい。

httP://www.icot.or.jp/)

一34一



{臥ユーザ」のネットワークサービス利用こ関する…
一多様で広がりのある生活領域のニーズ_

(平成12年6月)

1.「癒す」と 「遊ぶ」がネットワークサービスへの期待の主役

①飛びぬけて高い医療 ・介護 ・福祉サー ビスへのニーズ特に病院

サービスでは9割 を超える

書生
Q

治療内容についての情報

2㌻ 謙 譲 ㌫ わめて緬 楽地の宿泊予約,道路撒 報へのニーズは9害1弱

住民票'免 許証 パス・tl-FSの 手続滝 子投票へのニーズがそれぞれ8割 を超える

3.ネ ットショッピングは多様なサービスの中の一つ

ネッ トシ・ッピングは上位15項 日中3項 目であった
.臥 のニーズは多様であ り,ネ ッ トシ

ョッピングは必ずしもネッ トワークサービスの最大の主役ではない
。4

,高 まる起業意識

§監 驚,理 緬 では36%・5蹴 上でも5人(こ一人がインターネットを使った起業の

1.調 査の概要
1.調 査の目的

2.調 査の設計と実施

3.調 査結果のポイン ト

ロ.調 査結果(生 活領域内)

1

資料:

2

3
4

5
6

7
8

住む(住 居、住環境、近隣社会)
費やす(収 入 、支出、資産、消費生活)

働く(労 働時間、就業機会、労働環境)
育てる(育 児、教育)

懇 願:鵠 福祉サービス)
学ぶ(大 学、障害学習、学習時間)
交わる(婚 姻、地域交流、社会的活動)

1.調 査 票

2.集 計 デ ー タ(全 体)

遷 §;=雛 詮 縛 門に勤務するユーザー)

インターネッ トを使 った起業(イ ンターネッ ト利用者)

28.2%

21.9%

3・3%9 .1%

1
■ そう思う

0% ■ まあそう思う

[]ど ちらとも言えない

日 あまりそう思わない

■ 思わない

圏DKNA

.5%

当協 会 で は 、個人 ユ ーザ ー に と って

"望 ましいサービス
、利用 したいサービス

は何 か"と いう 、ネッ トワークサー ビス

を利用する側のニ ーズを明 らか にする た

め 、住環境 、労働 、医療 ・介 護 、教育 ・

学習 、娯楽 、交流等 、個人生活 の様 々な

場 面で想 定されるネ ッ トワークサー ビス

につ いて 、その利用動 向を把握 すること

を 目的に 、アンケー ト調査 を実施 し 、そ

の集計分析結果をとりまとめました。
、

アンケ ー トは 日本商工会議所の協力 を

得 て情報 シス テム 部 門 に勤 務 する ユ ー

ザ一-5,000人 と一般ユーザー5 ,000人 の合

計10,000人 に調査票 を送付し 、き,602人

から回答を得 ました。

A4半il358頁

一 般 価 格:FDあ り40
,000円 な し8,000円

会 員 価 格:/・32,000円 ク6
,400円

(税別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9381

E-mail:fukyu@jipdec.or.jp

※会員 とは、当協会の賛助会員をいいます。 一35一



7ライバシーマ脳タ甑 におeる甑 ガイドライン
(平成12年3月)

第1編 監査 ガイ ドラインの概要.

4.ガ イ ドライン策定にあたって

2.JISQ15001が 要求する監査

3.JISQ15001が 要求する監査の実施

第2編 監査ガイドラインの詳細

1.監 査項 目の構成 について

2監 査ガイドラインの活用について

3.要 求事項毎の監査項目

(以下網掛け部分の項番は、JISQ1500iの項目番号を表している)

4.2個 人情報保護万針

4.3計 画

4.3.1個 人情報の特定

4.3.2法 令及びその他の規範

4.3.3内 部規定

4.3.4計 画書

4.4実 施及び運用

4.4.1体 制及び責任

4.4。2個 人情報の収集に関する措置

4.4.2.1収 集の原則

4.4.2.2収 集万法の制限

4.4.2.3特 定の機微 な個人情報の収集に禁止

4.4.2.4情 報主体か ら直接的に収集する場合
の措置

4.4.2.5情 報主体から間接的に収集する場合'の 措置

4.4.3、個人情報の利用及び提供に関ずる措置

4.4.3.1利 用及び提供の原則

4.4.3.2収 集 目的の範囲外の利用及び提供の

場合の措置

4.4.4個 人情報の適正管理義務

4.4.4.1個 人情報の正確性の確保

4.4.4.2個 人情報の利用の安全性の確保

4.4.4.3個 人情報の委託処理 に関する措置

4.4.5個 人情報1こ関する情報主体の権利

4.4.5.1個 人情報に関する権利

4.4.5.2個 人情報の利用又は提供の拒否権

4.4.6教 育

4.4.7苦 情及び相談

4.4.8コ ンプライアンコ ・プログ ラム文書

4.4.9文 書管理

4.5監 査

4.6事 業者の代表者1こよる見直し

別紙1:マ ネジメントシステムの体制の整備

別紙2:適 正管理に必要な管理ルール例

別紙3:適 正管理に関する監査項目の例

別紙4:シ ステム監査の基本的事項

付録1:プ ライバシーマーク制度

付録2:プ ライバシーマーク制度設置及び運営要領

付録3:プ ライバシーマーク付与申請指針

付録4:個 人情報保護 に関す るコンプライアン

ス ・プログラムの作成指針

参考1:基 本規程策定のチェックリスト

参考2:個 人情報保護に関ずる監査規程そデル

A4判1io頁

一一般価格:t .575円 会 員価格:1.260円(税N・ 送料別)

一－S6-一
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企業における情報化動向に関する≡i 口 ∈∋

一情報化投資の現状と課題一

1調 査の概要

1.1コ ンピュータ利用状況調査の目的

1.2調 査の構成

1.3調 査時期、調査期間

1.4発 送回収状況

1.5調 査の内容

1.6報 告書の利用等

皿総論

2.1情 報化の重要な関連課題

2.2情 報化の投資効果

2.3ネ ットワーク化の現状と展望

2.4総 括

皿情報化の重要な関連課題

3.1概 要

3.2産 業、業種別に見た情報化課題への関心

3.3企 業規模別に見た情報化課題への関心

3.4全 体的な分析

3.5ま とめ

(平成12年3月)

N情 報化の投資効果

4.1情 報化投資の動向

4.2ア ウ トソーシングの状況

4.3オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価

V情 報化の新展開

5.1通 信回線サービス

5.2コ ンピュータ ・ネッ トワークの利用状況

5.3EC(電 子商取引)の 状況

5.4テ レワーク(T/W)の 導入状況

5.5モ バイル コンピューティング(M/C)の 動向

VI情報システム部門要員等の状況

6.]情 報システム部門要員の規模

6.2情 報システム部門要員の給与等の状況

6.3コ ンピュータ関連教育費用の状況

W集 計結果

集計表目次

1999年 度 コンピュータ利用状況調査集計表

珊アンケー ト様式

情報化をめぐる環境が、技術面 、制度面

等において大きく急速に変化して きている

中でコンピュータユーザの情報化の実態を、

継続的なデータとして把握する とともに 、

その時々の情報化の新 しい流れを客観的な

視点 か ら的確に捉えるた めに 、毎年 アン

ケー トにより調査を行っています。

本報告書は 、約4,700の 事業体の情報シス

テム部門を対象に実施したアンケー ト調査

の結果をもとに、その情報処理及び情報化

の動向について集計 ・分析を行い 、とりま

とめています。

A4半 ‖220頁'

付 表 「コンピュータ利用状況調査集計結果大要」
一般価格:4

,000円 会 員価格:3,200円(税 別 ・送料別)

【申し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9381

Ei-mail:fukyu@jipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。
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世界情報通信年表
(平 成12年3月)

情報通信サービスは、日進月歩の勢いで進化する情

1.

豆.

日本の情報通信史

アメリカのの情報通信史

皿.イ ギ リスの情報通信史

]V.

V.

V[.

ドイツの情報通信史

フランスの情報通信史

EU・ ヨーロッパの情報通信史

参考資料

1.日米欧の情報通信施策比較年表

2.自由化後の 日本の料金 ・サー ビス

◇国内サービス ◇国際サービス

報技術とともに進展し、提供するサービスも多彩にな

り、電話会社が電話 ・電信サービスのみを提供してい

た時代は終焉を迎えようとしています。情報通信産業

をとりまく環境も大きく変化し、公益サービスとして

独占的に提供された時代から、他の産業と同様 、激し

い競争にさらされる時代へと変わりました。そこでは

もはや事業を国内と国外とに分けて考えることはでき

ず、否応無くグローバルな規模での競争に巻き込まれ

ざるを得ない状況に至っています。本資料は、激変す

る情報通信分野の動向を整理するために、主要国の情

報通信の歴史について時系列に、各種資料をもとにと

りまとめたものです。

A4判107頁 一般価格1,500円 会 員価格1,200円(税 別 送料別)

わ掴こおナる‖報セキュリティの実態「情報セキュリティこ関する調査」集計結果
(平成12年3月)

1.調 査の概要
M調 査の目的
1.2調 査の対象
1.3調 査時期
1.4回 収状況
1.5回 答組織体の平均従業員数
1.6調 査項目
1.7調 査対象業種および回収状況
1.8調 査結果の概要

2.調 査結果の詳細
2.1通 称産業省の安全対策の施策について
2.2情 報システム資産について
2.3過 去の障害等の実績について
2.4セ キュリティ管理一般について
2.5災 害対策 ・障害対策について
2.6不 正アクセス対策 ・不正侵入対策について
2.7コ ンピュータウイルス対策について
2.8情 報リスクマネジメン ト関連について
2.9個 入情報保護について

わが国における情報システムのセキュリテ

ィ対策の状況を把握するため 、「情報セキュリ

ティに関する調査」を実施いたしました。

調査は 、企業等の情報システム部門を対象

に行い 、セキュ リティ対策の現状と問題点の

把握および今後のセキュ リティ対策の傾向を

把握することをねらいとしています。

調査にあたっては 、867組 織体から回答を得

ており、信頼できるデータを収集しています。

3.ク ロス集計結果の分析

付属資料
「情報セキュリティに関する調査」
アンケー ト調査票

一般価格:3
,200円

A4判158頁

会 員価格:2,560円(税 別 ・送料別)

伸 し込み先】
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部 普及振興課

FAX:03-3432-9381

E-fnail:fukyu@jipdec.c)r.jp

※会員 とは、当協会の賛助会員 をいいます。-38一

釦



ますます求められ

ンステ ムア1

人材 ,

『初 級 シス テ ム ア ドミニス トレご ター テ キス ト』

【本 体 価 格:3,300円 】

本書は平成12年9月 に公表 されたスキル標準 に対応 して平成13年12月 に発行 さたも

のです。

情報処理 システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期の段階で利

用者 として習得すべき基本的な知識と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験である情報処理技術者試験の初級システムア ドミニス トレーター

試験は上記スキル標準が出題範囲となっております。

★ 構 成 目 次(B5判 本文402ペ ー ジ)

第1部 業務 と業 務改善

第2部 情 報 システ ム構築 の支援

第3部 エ ン ドユ ーザ コ ンピューテ ィ ング

第4部 情報 システムの運用 と整備

第5部 文書化 と発表技 術

★ 特 長

・ス キル標 準 に対 応

・スキ ル標 準 に精 通 した執筆陣

・イ ンター ネ ッ ト
,マ ルチ メデ ィア等の新技 術 に対応

・練 習問題 に情 報技術 処理技術 者試験(午 前)の 過去 問題 を採用 してお り
,受 験 参考書 と

して も最適

★ 購 入 方 法

・全 国の書店 でお求め頂 けます
。

・お近 くの書店 に在 庫 がない場合 は
,ご 注文 にてお取 り寄 せ下 さい。

また,販 売 に関す るお問 い合 わせ ば,株 式会社 コ ンピュー タ ・エ ー ジ社へ お願 い します。

TEL:03-5531-0070
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1職場環境の改善に、ジャストインタイム(Jr「)学習で×

情報化推進担当の育成を 川

棚麟騰

●JIT教 育 シ ス テ ム ⑧

JIT(JustInTime)教 育 システ ムは、パ ソコ ン

とイ ンター ネ ッ トを使用 で きる環境 な らば、

いつ で も、 どこか らで も学習 が可 能です。

(Step1)CD-ROM教 材 での学 習

(Step2)イ ンター ネ ッ トで の理解 度判定

(Step3)実 践 的 なス クー リング

とい った3ス テ ップの学習 に よ り、学習 空

間 ・時 間 を拡 張す る教 育 シス テムです。

●JIT教 育 シ ステ ム⑧教 材

本教育 システムの教材 として、現在、以下の

2種類のCD-ROM教 材があ ります。

これ らの教材 は、職場で情報化推進担当の役

割を果たすために必要な学習内容が収められ

ています。

①情報 リテ ラシー教育指導者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:565M)

職場での情報活用 を推進するため、パソコ

ン利用教育等の啓蒙活動や操作指導方法等

について学習します。

②情報 リテラシー教育支 援者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:315M)

職場での 日常業務 の情報化 を推進す るため、
パソコン、LAN、DB等 の整備 ・運用等 につ

いて学習 します。

なお、本教材の学習に入る前に具備 しておく

条件があります。
・パソコンの操作を自分で行え、ワープロや

表計算などは日常業務の中で使える。
・情報リテラシーに関する知識 ・技術(EUC)

を有 している。

● 問 い 合 わ せ 先 ●

財 団法 人 日本情情報 処理 開発協 会

中央情 報教育研 究所(CAnr)

〒135・8073東 京都江 東 区青 海245

タイム24ビ ル19階

TEL:03-5531-0171FAX:03-5531-0170

● 本 教 材 の 動 作 環 境 ●

ロ パ ソコ ン本体

DOSハ1ハ 。ソコン

ロCPU

IntelPentium133MHz以 上

ロ メモ リ

32MB以 上

ロ サ ウ ン ドカー ド

必須

口CD-ROMド ライブ

2倍 速CD-ROMド ライフ"以上

口

口

口

口

デ ィス プ レイ

解 像 度800×600ド ット以 上

HighColor(16ビ ット)以 上

OS

MicrosoftWindows95,98,NT4.O

Webブ ラ ウ ザ

MicrosoftlnternetExplorerVer.4.0以 上 推 奨

そ の 他

ス ピー カ ま た は イ ヤ ホ ン等

●JIT教 育 シ ス テ ム ⑧の ご 利 用 に つ い て ●

口(Step1)CD-ROM教 材 で の 学 習
・本 教 材 は無封 で す が 、教 材 発 送 費等 と して

1セ ッ ト(2枚 組)に つ き2000円 ご負 担 いただ

きます。(限 定 、2000セ ッ ト)
・申込み方法:郵 便 局備付 けの振 込用紙 の通信

欄 に下記事 項 を記 入 し、 中央情報教 育研 究所

(口座 番号:00130-8-409669)
へ、発 送費等(2000円 ×セ ッ ト数)を 振 り込

んで いた だ きます。
・送付先住 所 、氏 名 、電話番号 、 セ ッ ト数
・組織 名、部署 名(個 人 の場 合 は不要 です)

口(Step2)イ ン タ 一一ネ ッ トで の 理 解 度 判 定
・無避(た だ し、電話料等 の 回線使 用料 は個人

負 担 です。)

口(Step3)実 践 的 な ス ク ー リ ン グ
・有料(開 催 日時等 はhttp:〃www .cait.jipdec.or.jp

をご覧 くだ さい。)

一口－CO一



事務局組織図

本 部 付属機関

企画室 企画課

中央撒 育聯1 1 総務部 廿

寸 調査企画部 H

一 教務部 打

情報セキュリテ樹 策室 曄 セキ・　ティ対策課1

ヨ コンピュ一夕緊急対応センター事務局1

一 プライバシーマーク事務局1 「 繍 部 卜[
情報処理技儲 試験センター 1

一1電子署名 ・認証 センター ‖

ヨ 経理部 ト
調査部 1調 査課 ‖

」 技術部H
叫 国際課1

」 業務部 卜{
普及振興課1叫
1

」支部(全国9ケ所)1
■ 堂 軟 巴田L

総務課

経理課

調査企画 果

普及振興 果

教務第一 果
教務第二 果

開発部 業務課

コンピュータ運営企画課

コンピュータ運営管理課

総務課
企画課

経理課

技術第一課

技術第二課

業務課
情報処理課

庶務課

開発第一課

開発第二課

開発第三課

開発第四課

子商取引推進協議会EC推進本部

標準 グループ
普及広報 グループ
国際連携 グループ
総務課
経理課

EDI推 進協議会事務局

ネットワーク開発課 先端情報技術研究所 技術調査部
技術調査第一課

技術調査第二課

電子政府情報システム開発推進室
一41一



当協会への連絡窓ロ

本 部

東京都港区芝公園3-5-8(〒105-OO")

機械振興会館内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

開 発 関 係

TEL(03)3432-9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432-9381

TEL(03)3432-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432-9389

FAX(03)3431-4324

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/

(コ ン ピュー タ緊急対応 セ ンター事務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URLhttp:〃www.jpcert.or.jp/

(プライバシーマーク事務局)

本部 情報セキュリティ対策室内

TEL(03)3432-・9387

(電 子 署名 ・認証セ ンター)

TEL(03)3432-0730

FAX(03)5401--1033

付属機関

中央 情報教育研 究所

東京都江東 区青海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531-Ol71(代 表)

FAX(03)5531-0170

URLhttp:〃www.jcait.ipdec.or.jp/

情 報 処理 技術者試験 セ ンター

東京都港 区虎 ノ門1-16-4(〒105-OOOI)

ア ー バ ン虎 ノ門 ビル8階TEL(03)3591-0421(代 表)

FAX(03)3591-0428

URLhttp:〃WW.jitec.jipdec.or.jp/

電 子 商取引推 進セ ンター

東京都江東 区青海2-45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500-3660

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/ecpc/

(電 子 商取引 推進協議会事務局)

電 子商 取引推進 セ ンター内

URLhttp://www.ecom.or.jpノ

(EDI推 進 協議会事務局)

電 子商取 引推進 センター内

TEL(03)5500-3616

FAX(03)5500-3660

URLhttp:〃www.ecom.or.jp/jedic/

先 端 情 報技術研究所

東京都港 区芝2--3-3(〒105-OO14)

芝東京海上ビルディング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:〃www.icot.or.jp/
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